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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

(1）連結経営指標等

回次 第３期 第４期 第５期 第６期 第７期
決算年月 平成19年９月平成20年９月平成21年９月平成22年９月平成23年９月

売上高 （千円） － 1,934,1471,602,2921,287,2561,383,311

経常利益又は経常損失（△） （千円） － 293,365△136,797 46,506 10,968

当期純利益又は当期純損失

（△）
（千円） － 175,484△226,275 75,022 25,441

包括利益 （千円） － － － － 27,935

純資産額 （千円） － 1,341,6141,087,9521,173,0671,162,797

総資産額 （千円） － 2,206,1612,318,2462,452,7802,224,957

１株当たり純資産額 （円） － 47,231.2942,297.2144,734.1445,185.24

１株当たり当期純利益又は当期

純損失（△）
（円） － 6,226.51△8,335.402,885.28977.80

潜在株式調整後１株当たり当期

純利益
（円） － 5,668.09 － － 948.30

自己資本比率 （％） － 60.8 46.9 47.8 52.3

自己資本利益率 （％） － 13.8 △18.6 6.4 2.2

株価収益率 （倍） － 4.8 － 6.9 29.5

営業活動によるキャッシュ・フ

ロー
（千円） － △238,887346,337△257,185△603,165

投資活動によるキャッシュ・フ

ロー
（千円） － 260,273△23,391 24,200△10,161

財務活動によるキャッシュ・フ

ロー
（千円） － 427,882△571,011426,034488,184

現金及び現金同等物の期末残高 （千円） － 1,006,989771,029959,961825,589

従業員数

（外、平均臨時従業員数）
（名）

－

(－)

21

(0)

25

(0)

18

(0)

17

(0)

（注）１　売上高には、消費税等は含まれておりません。

２　第４期より連結財務諸表を作成しているため、それ以前については記載しておりません。

３　第５期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益は、１株当たり当期純損失であるため記載しておりません。第

６期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、希薄化効果を有している潜在株式がないため記載

しておりません。

４　第５期の株価収益率については、１株当たり当期純損失であるため記載しておりません。
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(2）提出会社の経営指標等

回次 第３期 第４期 第５期 第６期 第７期
決算年月 平成19年９月平成20年９月平成21年９月平成22年９月平成23年９月

売上高 （千円） 3,262,8881,903,1391,541,1761,076,7301,147,764

経常利益又は経常損失（△） （千円） 526,304255,713△96,754 20,485△26,584

当期純利益又は当期純損失

（△）
（千円） 292,246133,101△190,997 2,971 △32,601

持分法を適用した場合の投資損

失
（千円） 4,862 － － － －

資本金 （千円） 313,337317,513317,513328,475328,475

発行済株式総数 （株） 9,340 28,404 28,404 29,412 29,412

純資産額 （千円） 1,193,3611,332,9791,114,0761,127,3981,059,402

総資産額 （千円） 1,812,2552,007,5081,217,5621,448,7271,890,404

１株当たり純資産額 （円） 127,768.9046,929.2843,335.7843,004.2041,167.41

１株当たり配当額 （円） － － － 870 300

１株当たり当期純利益又は当期

純損失（△）
（円） 34,353.174,722.69△7,035.85114.27△1,252.99

潜在株式調整後１株当たり当期

純利益
（円） 33,556.644,299.14 － － －

自己資本比率 （％） 65.8 66.4 91.5 77.8 56.0

自己資本利益率 （％） 31.4 10.5 △15.6 0.3 △3.0

株価収益率 （倍） 9.1 6.4 － 174.1 －

配当性向 （％） － － － 30.2 30.7

営業活動によるキャッシュ・フ

ロー
（千円） 17,221 － － － －

投資活動によるキャッシュ・フ

ロー
（千円） △289,926 － － － －

財務活動によるキャッシュ・フ

ロー
（千円） 270,378 － － － －

現金及び現金同等物の期末残高 （千円） 557,721 － － － －

従業員数

（外、平均臨時従業員数）
（名）

18

(1)

21

(0)

16

(0)

14

(0)

13

(0)

（注）１　売上高には、消費税等は含まれておりません。

２　潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、第５期及び第７期は１株当たり当期純損失であるため記

載しておりません。第６期は希薄化効果を有している潜在株式がないため記載しておりません。

３　第５期及び第７期の株価収益率については、１株当たり当期純損失であるため記載しておりません。

４　当社は平成19年10月１日付で普通株式１株につき３株の株式分割を行っております。

５　第４期より連結財務諸表を作成しているため、第４期以降の持分法を適用した場合の投資利益、営業活動によ

るキャッシュ・フロー、投資活動によるキャッシュ・フロー、財務活動によるキャッシュ・フロー及び現金

及び現金同等物の期末残高は記載しておりません。

６　配当性向については、当社は、連結ベースの配当性向30％を目標に、各事業年度の経営成績を勘案しながら配

当を決定することを基本方針としており、当該方針に基づき決定された配当に対する配当性向として連結決

算ベースの配当性向を記載しております。 
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２【沿革】
年月 事項

平成16年11月不動産売買、売買仲介、労働者派遣業務を主たる目的として、東京都千代田区に株式会社ディア・ライフ

を設立

平成16年12月宅地建物取引業免許を取得（東京都知事(1）第83945号）

不動産仲介業務開始

平成17年２月一般労働者派遣事業所許可を取得（許可番号（般）13－300632）

労働者派遣事業（現セールスプロモーション事業）として業務開始

平成17年４月プリンシパルインベストメント事業開始

平成17年10月アセットマネジメント業務開始

平成18年２月一級建築士事務所登録（東京都知事登録第51856号）

平成18年４月信託受益権販売業登録（関東財務局長（売信）第340号）

平成19年２月不動産投資顧問業登録（一般－第910号）

平成19年８月東京証券取引所マザーズに上場

平成19年９月第二種金融商品取引業登録（関東財務局長（金商）第1376号）

平成20年３月本社を東京都千代田区九段南一丁目６番17号に移転

平成20年６月投資助言・代理業登録（関東財務局長（金商）第1376号）

平成21年１月ヘルスケア（整骨院運営）事業開始（運営会社 （有）ＤＬＨ（子会社））

平成21年５月㈱パルマファイナンシャルサービシーズ（現㈱パルマ）を子会社（孫会社）化し、アウトソーシング

サービス事業を開始

平成21年６月馬場先門インベストメント（同）、清水門インベストメント（同）及び㈱パルマを連結子会社化

平成21年７月親子カフェ事業を開始（運営会社 合同会社ディア・キッズ（子会社））

平成21年11月本社を東京都千代田区飯田橋二丁目４番５号に移転

平成21年12月㈱パルマ（連結子会社）が給与日前給料希望日払いサービス事業を会社分割し、㈱パルマＳＶＣに承継

平成22年４月㈱パルマ（連結子会社）が㈱パルマＳＶＣの株式を全て株式会社Y'＆partnersに譲渡

平成22年10月当社と清水門インベストメント合同会社（連結子会社）が合併（存続会社 ㈱ディア・ライフ）

平成23年７月　本社を東京都千代田区九段北一丁目13番５号に移転
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３【事業の内容】

　当社グループは、当社と連結子会社１社及び関連会社３社から構成されております。当社グループの事業内容及び当

社と関係会社の当該事業に係る位置付けは次のとおりであります。なお、次の４事業は「第５　経理の状況　１　連結財

務諸表等　(1）連結財務諸表　注記事項」に掲げるセグメント情報の区分と同一であります。

　

　各セグメント別に行っている業務を整理すると以下のようになります。

セグメント 事業内容 会社名

(1）プリンシパルインベストメント

事業

不動産の開発・企画業務、収益不動産の投資

・運用業務　他
㈱ディア・ライフ

(2）アセットマネジメント事業
アセットマネジメント業務、ソリューション

業務　他
㈱ディア・ライフ

(3）セールスプロモーション事業
ハウジングアドバイザー、リーシングサポー

ター等派遣業務　他
㈱ディア・ライフ

(4）アウトソーシングサービス事業
収納サービス事業者向け入金管理・滞納保証

業務
㈱パルマ

（注）1．前連結会計年度まで連結子会社でありました清水門インベストメント合同会社は、平成22年10月１日付で当社

に吸収合併されたため、当連結会計年度より連結の範囲から除外しております。 

2．前連結会計年度まで連結子会社でありました馬場先門インベストメント合同会社は、実質支配力が無くなった

ため、当連結会計年度より連結の範囲から除外しております。 

　

　各セグメント別の業務内容は以下のとおりであります。

　

＜プリンシパルインベストメント事業＞

　当事業では、住居系及び商業用不動産の開発・企画業務、収益不動産の投資・運用業務を行っております。

　具体的には、東京都区部及びその周辺エリアにおいて、中小型規模の賃貸マンション等の開発・企画事業や中古マ

ンションのリニューアル再販事業を行っております。賃貸マンションの開発・企画事業は、開発用地の仕入から、建

物の企画、コンストラクションマネジメント等の一貫した業務を行い、マンション販売会社やデベロッパー等に売

却しております。中古マンションリニューアル再販事業は、主に一次取得層向けファミリーマンションを取得後リ

ニューアルし、実需に伴う顧客に販売しております。 

　当社では、不動産投資ファンド・REITから個人投資家に至るさまざまなマーケットでの取引を通じて蓄積された

「目利き」能力を基に、物件の地型・用途・賃料・販売価格等を想定・検証し、その物件の価値最大化につながる

最適なプロジェクトを実行しております。

　

＜アセットマネジメント事業＞

　当事業では、アセットマネジメント業務と主に不動産仲介業務を通じて、不動産に関連したサービスを提供するソ

リューション業務を行っております。

　アセットマネジメント業務は、主に海外投資家の出資により組成されたSPC（不動産投資特別目的会社）に対し

て、投資家ニーズに合致した不動産の発掘、SPCの不動産購入・開発・運用等に関するアドバイスを行っておりま

す。当社グループが持つ目利き力、開発企画力、コスト分析力を活かすことにより資産価値の最大化を目指し、より

高い配当を投資家に提供するためのマネジメントを行っております。不動産購入時のアクイジションフィー、保有

時のアセットマネジメントフィー等が収入の中心となっております。

　ソリューション業務は、ディベロッパーや不動産ファンド等の不動産事業者及び個人投資家等のニーズを把握・

選別し、不動産市場の情報ネットワークによって収集した物件情報を紹介することにより、不動産の仲介業務を行

うものであります。

　

＜セールスプロモーション事業＞

　当事業では、分譲マンションモデルルームや賃貸マンションリーシング現場スタッフ等の販売支援職種や事務系

職種をメインに人材派遣事業を行っております。 

　不動産業界向け派遣業務は、物件の規模、エリア（都心～郊外等）、タイプ（単身者～ハイエンド・サービスア

パートメント）を問わず、さまざまなマンションプロジェクトにおける販売・賃貸促進のために人材支援を行って

おります。その実績から培われた経験を基に専門性の高い研修プログラムを実施した上で、不動産に関する専門的

な知識と接客視点を持った人材を、派遣先のニーズに応じて配置しております。
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＜アウトソーシングサービス事業＞

　当事業は、連結子会社株式会社パルマにおいて、コンテナやトランクルーム等のレンタル収納事業者向けに、レン

タル収納料の収納・入金管理・滞納督促の業務代行と滞納保証サービスを行っております。 

　入金管理・滞納保証サービスは、収納事業者の事務の効率化と収納スペース利用料回収リスクの軽減に貢献して

おります。

　

　以上に述べた事項を事業系統図によって示すと以下のとおりとなります。

　

　

（注）　上記の関連会社は全て持分法適用関連会社であります。
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４【関係会社の状況】

名称 住所
資本金又は
出資金
（千円）

主要な
事業の内容

議決権の
所有割合
（％）

関係内容

（連結子会社） 　 　 　 　 　

㈱パルマ

（注）１、２
東京都千代田区 99,970

アウトソーシン

グサービス
100.0 役員の兼任２名

（持分法適用関連会社） 　 　 　 　 　

馬場先門インベストメン

ト（同）　

（注）４　

東京都千代田区 3,000
不動産の売買、

賃貸借及び管理
50.0

当社に対し、アセットマネジ

メント業務を委託。

金銭の貸付あり。

半蔵門インベストメント

（同）
東京都千代田区 3,000

不動産の売買、

賃貸借及び管理
50.0

当社に対し、アセットマネジ

メント業務を委託。

金銭の貸付あり。

㈲千鳥ヶ淵インベストメ

ント
東京都千代田区 3,000

不動産の売買、

賃貸借及び管理
50.0

当社に対し、アセットマネジ

メント業務を委託。

金銭の貸付あり。

（注）１　特定子会社であります。

２　株式会社パルマについては、売上高（連結会社相互間の内部売上高を除く）の連結売上高に占める割合が

10％を超えております。

主要な損益情報等 ①　売上高 249,502千円

　 ②　経常利益 34,515千円

　 ③　当期純利益 54,619千円

　 ④　純資産額 99,162千円

　 ⑤　総資産額 331,108千円

３　前連結会計年度まで連結子会社でありました清水門インベストメント合同会社は、平成22年10月１日付で当

社に吸収合併されたため、当連結会計年度より連結の範囲から除外しております。

４　前連結会計年度まで連結子会社でありました馬場先門インベストメント合同会社は、実質支配力が無くなっ

たため、平成23年１月１日より持分法適用の関連会社に含めております。 

５　㈲北の丸リアルエステートは清算を結了したため、㈲北の丸インベストメントは事業の終了により、重要性が

低下したため、それぞれ当連結会計年度より持分法の範囲から除外しております。
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５【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

　 平成23年９月30日現在

セグメントの名称 従業員数（名）

プリンシパルインベストメント事業 2

アセットマネジメント事業 2

セールスプロモーション事業 4

アウトソーシングサービス事業 6

全社（共通） 3

合計 17

（注）１　従業員数は就業人員数（当社グループから他社への出向者を除き、他社から当社グループへの出向者を含

む。）であります。

２　全社（共通）は、管理部門の従業員であります。

　

(2）提出会社の状況

　 平成23年９月30日現在

従業員数（名） 平均年齢（歳） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（千円）

13 34.8 3.2 4,343

　

セグメントの名称 従業員数（名）

プリンシパルインベストメント事業 2

アセットマネジメント事業 2

セールスプロモーション事業 4

全社（共通） 5

合計 13

（注）１　従業員数は就業人員数（当社から他社への出向者を除き、他社から当社への出向者を含む。）であります。

２　平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。

３　全社（共通）は、管理部門の従業員であります。 

　

(3）労働組合の状況

　労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円滑に推移しております。
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第２【事業の状況】

１【業績等の概要】

(1）業績

　当連結会計年度におけるわが国経済は、本年３月11日に発生した東日本大震災が経済活動に甚大な影響をもたら

し、震災以降は、生産活動の低下、輸出の減少、企業収益の低下により景気は下振れの様相を呈することとなりまし

た。また、個人消費は震災の影響により弱い動きがみられ、物価の動向もデフレ状況が持続しておりました。ようや

く最近になって、サプライチェーンの回復や設備投資の持ち直しに加えて、各種の政策効果を背景に国内景気は回

復傾向にありますが、米国経済の回復鈍化や欧州諸国の金融不安等による円高の進行などにより、雇用・所得環境

の目立った改善が見受けられず、引き続き先行きは情勢を見極めることが困難な状況で推移いたしました。 

  不動産業界におきましては、政策の後押し等を背景に東京圏の住宅需要が堅調に推移するなど、前年からの改善

傾向が続いておりましたが、震災直後しばらくは市場の停滞とともに、不動産に対する投資マインドは大きく落ち

込みました。しかしその後は、新設住宅着工戸数や首都圏新築マンション販売戸数、都心５区のオフィス空室率等の

指標が改善し始めており、明るさが見えつつあります。 

　このような事業環境の中、当社グループは、プリンシパルインベストメント事業やアウトソーシングサービス事業

に経営資源を集中し、収益性・居住性に優れた賃貸マンションの開発やリニューアルマンションの供給、レンタル

収納スペース管理会社向けのアウトソーシングサービスの提供を積極的に進めてまいりました。 　 

　以上の結果、当連結会計年度の売上高は1,383,311千円（前年同期比7.5％増）、営業利益45,868千円（前年同期比

24.9％増）となりました。経常利益は、持分法適用関連会社であるSPC保有物件の売却に伴い当社の持分に応じた損

失を計上したことや、整骨院・親子カフェ運営子会社向け投融資の回収見込みを保守的に見直し貸倒引当金を計上

したこと等により10,968千円（前年同期比76.4％減）、当期純利益は「資産除去債務に関する会計基準」の適用に

より同基準適用に伴う過年度影響額の計上や、連結子会社の株式会社パルマが収受している前受収益について今後

の業績見通しを踏まえ繰延税金資産を計上したこと等により25,441千円（前年同期比66.1％減）となりました。  

　

 各セグメントの業績は、以下のとおりであります。

（プリシンパルインベストメント事業）

  当事業につきましては、単身者・ＤＩＮＫＳ層を対象としたマンションの開発事業、中古マンションのリニュー

アル再販事業を積極的に進めてまいりました。　

　マンション開発事業におきましては、前連結会計年度に着手しました「水天宮前プロジェクト」が竣工し、順次引

渡しを実施しております。さらに、「桜新町（世田谷区深沢所在）」や「余丁町（新宿区余丁町所在）」の開発用

地を新たに取得し、今後の収益源となりうる新たなプロジェクトの積み上げも進めてまいりました。 

　中古マンションのリニューアル再販事業におきましては、前連結会計年度に取得しました「川口パークタワー

（住居23戸・駐車場25区画）」に加え、「たまプラーザResidence（１棟・住居17戸）」を新たに取得し、分譲販売

を推進してまいりました。

　以上により、売上高は1,009,313千円（前年同期比13.8％増）、営業利益は97,133千円（前年同期比18.5％減）と

なりました。

（アセットマネジメント事業）

  当事業につきましては、アセットマネジメント業務受託中のＳＰＣ保有物件の売却活動のサポートや、エンド市

場向け収益物件の仕入・売却に関する仲介業務等のソリューション事業を展開してまいりました。

　以上により、売上高は46,173千円（前年同期比15.0％減）、営業利益は17,682千円（前年同期比382.5％増）とな

りました。

（セールスプロモーション事業）

　当事業につきましては、当社のメイン分野であり、かつ物件の供給が回復基調にある不動産業界を中心に、受託営

業を進めてまいりましたが、厚生労働省による派遣職種の適正化推進によって、専門26業種以外の職種は労働者派

遣法の改正により派遣が認められなくなる可能性から、企業側の直接雇用が増えていることや震災後、企業の先行

き不透明感が高まり派遣需要が抑制されるなど、事業環境は弱含みで推移しました。以上により、売上高は78,321千

円（前年同期比42.4％減）、営業利益は1,404千円（前年同期比74.2％減）となりました。

（アウトソーシングサービス事業）

　当事業につきましては、レンタル収納サービス事業者向け入金管理・滞納保証サービスを行う連結子会社の株式

会社パルマにおいて、新規取引の増加や既存取引先からの他社受託分の切替により着実に受託を獲得し、シェアを

拡大させるとともに、今後のさらなる受託残高の増大に備え、業務管理システムのレベルアップや滞納管理体制の

強化を進めてまいりました。 

　以上により、売上高は249,502千円（前年同期比18.9％増）、営業利益は32,716千円（前年同期比19.6％減）とな

りました。

 

(2）キャッシュ・フローの状況
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  当連結会計年度末における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、前連結会計年度末に比べ134,371千

円減少し、当連結会計年度末には825,589千円となりました。

  当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は、次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

　営業活動の結果使用した資金は603,165千円となりました。これは主に、税金等調整前当期純利益8,176千円があっ

た一方で、たな卸資産の増加額639,029千円があったことによるものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

　投資活動の結果使用した資金は10,161千円となりました。これは主に、有価証券の売買による収入が39,932千円

あった一方で、有形固定資産の取得による支出が26,208千円、敷金の差入による支出が10,468千円、定期預金の預入

による支出が10,000千円あったことによるものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

　財務活動の結果得られた資金は488,184千円となりました。これは主に、短期借入金及び長期借入金返済による支

出がそれぞれ108,000千円、503,576千円あった一方で、短期借入れ及び長期借入れによる収入がそれぞれ202,000千

円、960,000千円あったことによるものであります。 
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２【生産、受注及び販売の状況】

(1）生産実績

　当社グループは、プリンシパルインベストメント事業、アセットマネジメント事業、セールスプロモーション事業、

アウトソーシングサービス事業を主体としており、生産実績を定義することが困難であるため、生産実績の記載は

しておりません。

　

(2）受注実績

　当社グループは、受注生産を行っておりませんので、受注実績の記載はしておりません。

　

(3）販売実績

　当連結会計年度における販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメント

当連結会計年度
（自　平成22年10月１日
至　平成23年９月30日）

前年同期比

販売高（千円） （％）

プリンシパルインベストメント事業 1,009,313 13.8

アセットマネジメント事業 46,173 △15.0

セールスプロモーション事業 78,321 △42.4

アウトソーシングサービス事業 249,502 18.9

合計 1,383,311 7.5

（注）１　セグメント間取引については、相殺消去しております。

２　主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は次のとおりであります。

相手先

前連結会計年度
（自　平成21年10月１日
至　平成22年９月30日）

当連結会計年度
（自　平成22年10月１日
至　平成23年９月30日）

販売高（千円） 割合（％） 販売高（千円） 割合（％）

ブロードレジデンシャルイン

ベストメント㈱
－ － 425,607 30.8

㈱ジーエー管理サービス 218,208 17.0 － －

スター・マイカ㈱ 182,349 14.2 － －

（注）　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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３【対処すべき課題】

　

（1）優良物件の確保　

　当社は、今後におきましても、実需に伴う顧客やエンド投資家の取得意欲が強い首都圏の中小型クラスをメインに物

件の供給を積極的に進めてまいりますが、資金調達環境や流通市場の回復等を背景に、当該クラスの物件の仕入競争

は激化しつつあります。このような環境の中、当社は、情報ルートのさらなる拡充、既存の取引先やパートナー等との

深耕の進展させること等により多彩な仕入先の確保に努めるとともに、また、用地選定力や物件の資産価値の向上・

事業コストの低減をもたらす事業企画力のさらなる進化を図ってまいります。 　

　

（2）収益基盤の安定化

　当社グループは、平成21年９月期の株式会社パルマ子会社化以来、メインの不動産関連事業に次ぐビジネスとして、

大きな投資を必要とせずに継続的かつ安定的な収益を生み出す収納ビジネス業界向けサービス事業を展開しており

ます。当連結会計年度では、これまでの受託実績と滞納管理システムが評価され、前期を上回る受注件数を獲得できて

おります。さらに、このビジネスのコアスキルであるキャッシュマネジメント及び滞納管理ノウハウを活用して、当社

において自らレンタル収納運用ビジネスに着手いたしました。今後も積み上げた実績を活かしながら、株式会社パル

マの業容拡大と併せ、収納関連事業を中心としたストックビジネスの継続的な成長を図ってまいります。 

　

（3）資金調達力の強化　

　当社グループは、安全性の高い財務基盤を原動力に、さまざまな不動産プロジェクトに最適なスキームにより資金調

達を行っておりますが、今後の継続的な成長のために、資金調達力の更なる強化は不可欠であります。既存の取引金融

機関との関係強化に加え、取引金融機関のさらなる拡大、直接金融も含めた資金調達の円滑化、多様化を図り、より安

定した事業基盤の確立に努めてまいります。　

　

（4）経営戦略を実践できる人材の確保　

　当社グループは、効率性・健全性を重視しつつ、さまざまなビジネスシーンに存在し得る潜在価値を具現化し最大限

に高めることにより、関係者の満足度の向上、さらには地域社会及び業界の発展に繋がると常に意識し、ビジネスに取

り組んでまいりました。

　今後もこの経営理念の追求と経営戦略の実践のために、既存事業の成長と新たな事業開発等を行うべく、それらを支

える人材の育成と社員のチャレンジを促進する企業風土の醸成に努めてまいります。　
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４【事業等のリスク】

　以下において、当社グループの事業展開上のリスク要因となる可能性があると考えられる主な事項を記載しており

ます。また、当社グループとしては必ずしも事業上のリスクに該当しない事項についても、投資家の投資判断上重要で

あると考えられる事項については積極的に情報開示しております。当社グループはこれらのリスク発生の可能性を認

識した上で、発生の回避及び発生した場合の対応に努める方針でありますが、当社株式に関する投資判断は、本項及び

本書中の本項以外の記載内容も合わせて、慎重に検討した上で行われる必要があると考えられます。

　なお、文中の記載は、当社グループの事業等及び当社株式への投資に係るリスクを全て網羅しているものではありま

せん。また、将来に関する事項につきましては、本書提出日現在において当社グループが入手可能な情報から判断した

ものであります。　

　

（1）経済情勢の変動について

　当社グループの主要事業である不動産関連事業（プリンシパルインベストメント事業やアセットマネジメント事

業）は、景気動向、消費動向、金融動向、不動産売買・賃貸の動向、関連税制等の影響を受けやすく、景気見通しの悪化、

所得水準の低下、金融市場の混迷、大幅な金利上昇、地価・賃料の下落、住宅税制の変更・改廃等によって、資金調達の

不調、物件の流通市場の低迷、空室率の上昇となる可能性があり、収益機会が計画どおりに確保できないなど、当社グ

ループの業績や財政状態等に影響を及ぼす可能性があります。

　また、これらの変動は、不動産業界を始めとした各種業界向け人材派遣案件の減少、トランクルーム利用者の減少や

トランクルーム利用料滞納者の増加をもたらす可能性もあり、セールスプロモーション事業やアウトソーシングサー

ビス事業の業績にも影響を及ぼす可能性があります。

　

（2）競合の状況

　当社グループは、東京23区及びその周辺エリアにおいて不動産関連事業を展開しておりますが、当該エリアは競合も

多く、過度な価格競争が生じた場合には、物件の仕入や売却が計画どおりに進められないなど、当社グループの業績に

影響を及ぼす可能性があります。　

　

（3）外部業者への工事の委託

　当社グループは、特に不動産関連事業において、設計・施工工事・賃貸管理・建物管理等を外部業者に委託しており

ます。当社グループは、外部業者へ業務を委託するにあたっては外注先の財務状況、設計及び施工能力、実績、経営の安

定性等を総合的に調査の上で決定し、更に外部業者に業務を委託した後においても、品質及び工程監理のため当社社

員が随時外部業者との会議に参加し、報告を受け、当社グループの要求する品質、工期に合致するように確認作業を適

宜行っております。

　しかしながら、施工工事における災害の発生、外部業者からの虚偽の報告、外部業者の契約不履行や倒産等、不測の事

態が発生し工事が遅延若しくは停止した場合には、当社グループの経営成績及び財政状態等に影響を及ぼす可能性が

あります。また、施工完了後、外部業者の破綻等の事態が発生したことにより、本来外部業者が負うべき瑕疵の補修責

任等が履行されず、想定外の費用負担等が当社グループに発生した場合には、当社グループの経営成績及び財政状態

等に影響を及ぼす可能性があります。　

　

（4）個人情報保護

　当社グループでは業務遂行上の必要性から、特にセールスプロモーション事業やアウトソーシングサービス事業に

おいて登録派遣スタッフやトランクルーム利用者等、多くの個人情報を取扱っております。これらの個人情報に関し

ては、「個人情報の保護に関する法律」をはじめとして、関連する諸法令の遵守と適正な取扱いの確保に努めており、

「個人情報保護管理規程」を定めたうえ、当社グループ社員並びに登録派遣スタッフに対し教育・啓蒙を徹底し、個

人情報の保護に取り組んでおります。

　しかしながら、不測の事態により、万一、個人情報が外部へ漏洩した場合、当社グループ信用の失墜及びそれに伴う売

上高の減少や損害賠償費用の発生等により、当社グループの経営成績及び財政状態等に影響を及ぼす可能性がありま

す。　

　

（5）訴訟等の可能性

　当社グループが仕入、施工、管理、販売する不動産物件において、建物の瑕疵や土壌汚染等による訴訟の発生やこれら

に起因する建築計画の変更等が発生する可能性があった場合には、当社グループの経営成績及び財政状態等に影響を

及ぼす可能性があります。　
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（6）建設地の周辺住民の反対運動について

　マンション・オフィスビル等の不動産の建設にあたっては、建設地の周辺環境に配慮し、関係する法律や自治体の条

例などを検討して開発計画を立てるとともに、事前に周辺住民の方に実施する説明会などで理解を頂戴するようにし

ておりますが、建設中の騒音や、日照問題、環境問題等を理由に周辺住民の方の反対運動が起きる場合があり、その場

合に建築計画の変更、工事期間の延長、追加費用の発生等が生じ当社グループの業績や財政状態に影響を与える可能

性があります。　

　

（7）構造計算書の偽装問題について

　構造計算書の適法性については、設計事務所からの構造計算の結果等の確認、物件担当者による定期的な現場内の巡

回を実施等の品質管理を行っております。しかしながら、建物竣工後、設計・施工上の不具合等が生じた場合には、業

務の遅延や損害賠償による追加費用等の発生により、当社グループの業績や財政状態に影響を与える可能性がありま

す。

　

（8）プリンシパルインベストメント事業における物件の引渡時期等による業績の変動について

　プリンシパルインベストメント事業にかかる売上高は不動産物件の売却金額であるため、当社グループのその他の

事業と比較して売上高が多額になる傾向があります。そのため、プリンシパルインベストメント事業の売上高の動向

により当社グループ全体の業績も大きく変動する可能性があります。また、当該事業は物件の引渡しを行った時点で

売上計上を行う「引渡し基準」であることから、引渡時期遅延等により当社グループの経営成績、財務状況に影響を

及ぼす可能性があります。特に四半期毎の経営成績においては、案件の引渡しの有無により売上高および収益が短期

的に偏る可能性があります。　

　

（9）有利子負債への依存及び金利水準の動向

　不動産開発用地や収益物件の取得費、建築費の一部等の事業資金は、主に金融機関からの借入金によって調達してお

り、総資産に占める有利子負債の割合は、平成23年９月末時点において35.8％であります。これらの事業の規模拡大に

伴う資金需要により、有利子負債の割合が上昇するとともに、金利水準の上昇により、当社グループの業績に影響を及

ぼす可能性があります。

　また、当社グループは、特定の金融機関に依存することなく、新たな金融機関との新規取引や資金調達手段の多様化

を推進しておりますが、何らかの理由により資金調達に支障が生じた場合には、事業計画が変更となり、当社グループ

の経営成績や財政状態等に影響を及ぼす可能性があります。　

　

（10）当社グループの主要な事業にかかる法的規制について

　当社グループの事業は、国土利用計画法、宅地建物取引業法、建築基準法、都市計画法、金融商品取引法、労働者派遣法

等、各種法令のほか各自治体が制定した条例等による規制を受けております。これらの法的規制や条例等が新たに制

定されたり、改定された場合には新たな負担が発生し、当社グループの業績や事業展開に影響を与える可能性があり

ます。

　また、平成19年６月20日に改正施行された建築基準法により、建築確認の長期化、確認申請図書の精度向上が必要と

なること、確認済後の変更申請が容易にできなくなること等の影響が生じ始めております。これらによる追加経費負

担の発生等により、当社グループの業績や財政状態に影響を与える可能性があります。　
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５【経営上の重要な契約等】

　該当事項はありません。

　

６【研究開発活動】

　該当事項はありません。

　

７【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　財政状態、経営成績及びキャッシュフローの分析は、以下のとおりであります。

　

(1）重要な会計方針及び見積り

　当社グループの連結財務諸表は、我が国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき作成されて

おります。この連結財務諸表作成に当たり、経営者による会計方針の選択・適用、資産・負債及び収益・費用の報告

金額並びに開示に影響を与える見積りを必要としております。経営者は、これらの見積りについて過去の実績や現

状等を勘案し合理的に判断していますが、実際の結果は、見積り特有の不確実性があるため、これらの見積りと異な

る場合があります。

　

(2）経営成績の分析

（売上高）

　当連結会計年度における売上高は、1,383,311千円（前年同期比7.5％増）となりました。

　事業セグメント別の売上高は、プリンシパルインベストメント事業が、賃貸マンションの開発事業や中古マンショ

ンのリニューアル再販事業が堅調に推移したことにより1,009,313千円（同13.8％増）、アセットマネジメント事

業が個人投資家・実需層向け物件の売買仲介は堅調に推移したものの、SPC保有物件の売却によりアセットマネジ

メント受託資産が減少したことにより46,173千円（同15.0％減）、セールスプロモーション事業が、企業側の直接

雇用への切替が増えていることや東日本大震災後の派遣需要の抑制などにより78,321千円（同42.4％減）、アウト

ソーシングサービス事業が、収納事業者向け入金管理・滞納保証事業の受託シェア拡大により249,502千円（同

18.9％増）となりました。

　なお、各事業の状況の詳細については、「第２　事業の状況　１　業績等の概要　(1）業績」をご覧ください。

（売上原価）

　当連結会計年度における売上原価は、963,665千円（前年同期比8.6％増）となりました。これは主に、プリンシパ

ルインベストメント事業における販売用不動産の売却によるもののほか、セールスプロモーション事業における派

遣スタッフへの給与等を計上したことによるものです。

（売上総利益）

　以上の結果、売上総利益は、419,646千円（前年同期比4.9％増）となりました。

（販売費及び一般管理費）

　当連結会計年度における販売費及び一般管理費は、373,777千円（前年同期比2.9％増）となりました。主な内訳

は、給料手当75,837千円、役員報酬73,086千円及び支払手数料80,956千円であります。

（営業利益）

　以上の結果、営業利益は、45,868千円（前年同期比24.9％増）となりました。

（営業外損益）

　当連結会計年度における営業外収益は、47,879千円（前年同期比37.7％増）となりました。これは主に、有価証券

売却益39,932千円によるものです。また、営業外費用は、82,779千円（前年同期比231.1％増）となりました。これは

主に、支払利息33,648千円、持分法による投資損失28,918千円及び貸倒引当金繰入額10,406千円によるものです。

（経常利益）

　以上の結果、経常利益は10,968千円（前年同期比76.4％減）となりました。

（特別損益）

　当連結会計年度における特別利益は、4,416千円（前年同期比88.2％減）となりました。これは主に、当社がアセッ

トマネジメントを受託し且つ共同少額投融資を行っている関係会社からの当該投融資回収額が当初の見込みを上

回ったこと等による貸倒引当金戻入額を計上したことによるものです。また、特別損失は、7,208千円（前年同期比

24.8％減）となりました。これは主に本社移転に伴う固定資産除却損5,078千円、関係会社に対する出資に対する評

価損1,461千円をそれぞれ計上したことによるものです。
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（当期純利益）

　当連結会計年度における税金等調整前当期純利益は8,176千円（前年同期比89.0％減）となりました。これに法人

税、住民税及び事業税や法人税等調整額を計上した結果、当期純利益は25,441千円（前年同期比66.1％減）となり

ました。

　

(3）財政状態の分析

　当連結会計年度末における資産、負債及び純資産の状況は次のとおりであります。

（流動資産）

  当連結会計年度末における流動資産の残高は、2,001,568千円（前連結会計年度末比40.0％増）となりました。こ

れは主に、現金及び預金が136,317千円減少した一方で、販売用不動産が380,706千円、仕掛販売用不動産が256,484

千円増加したことによるものであります。

 （固定資産）

  当連結会計年度末における固定資産の残高は、223,388千円（前連結会計年度末比78.2％減）となりました。これ

は主に、連結子会社でありました馬場先門インベストメント合同会社の連結範囲の除外等に伴い土地が704,142千

円、建物が138,592千円減少したことによるものです。

 （流動負債）

  当連結会計年度末における流動負債の残高は、344,317千円（前連結会計年度末比26.4％増）となりました。これ

は主に、返済により一年内返済予定の長期借入金が62,600千円、一年内償還予定の社債が20,000千円減少した一方

で、新規借入により短期借入金が94,000千円増加したことによるものであります。

 （固定負債）

  当連結会計年度末における固定負債の残高は、717,843千円（前連結会計年度末比28.7％減）となりました。これ

は主に、新規借入により長期借入金が462,253千円増加した一方で、連結子会社でありました馬場先門インベストメ

ント合同会社の連結除外により長期預り金が749,912千円減少したことによるものであります。

 （純資産）

  当連結会計年度末における純資産の残高は、1,162,797千円（前連結会計年度末比0.9％減）となりました。これ

は主に、当期純利益が25,441千円計上された一方で、剰余金の配当が22,807千円、自己株式の取得が15,398千円あっ

たことによるものであります。この結果、自己資本比率は、52.3％となりました。　

　

(4）キャッシュ・フローの分析

　当連結会計年度におけるキャッシュ・フローの状況は、「第２　事業の状況　１　業績等の概要　(2）キャッシュ・

フローの状況」に記載のとおりであります。
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第３【設備の状況】

１【設備投資等の概要】

　当連結会計年度における設備投資は41,555千円であり、その主な内容は、プリンシパルインベストメント事業におけ

る賃貸用収納スペースであります。また、本社移転等により5,078千円の設備の除却を行いました。　

　当連結会計年度において、馬場先門インベストメント合同会社を連結子会社から除外したことにより、賃貸用不動産

を当社グループの主要設備から除外しております。その設備の状況は、次のとおりであります。

会社名
(所在地)

セグメントの
名称

設備の内容
帳簿価額(千円)

従業員数
(名)

建物及び
附属設備

工具、器具
及び備品

土地
(面積㎡)

合計

馬場先門インベストメント
合同会社
(東京都千代田区)

プリンシパル
インベストメ
ント事業

賃貸用不動産 143,4601,826
704,142
(337.19)

849,429―

(注)　金額には、消費税等は含まれておりません。

　　

２【主要な設備の状況】

(1）提出会社

　 平成23年９月30日現在

事業所名

（所在地）
セグメントの名称 設備の内容

帳簿価額（千円）
従業員数

（名）建物
機械

及び装置

工具、器具

及び備品
その他 合計

本社

（東京都千代田区）
全社共通 本社機能 5,742 － 1,798 135 7,676 13

フィルパーク表参道

（東京都港区）

プリンシパルインベ

ストメント事業
賃貸用不動産 64,102 1,416 － － 65,519 －

ニコニコ収納庫

（仙台市宮城野区）

プリンシパルインベ

ストメント事業

賃貸用

収納スペース
－ － 9,903 － 9,903 －

ニコニコ収納庫

（仙台市太白区）

プリンシパルインベ

ストメント事業

賃貸用

収納スペース
－ － 9,693 － 9,693 －

（注）１　帳簿価額のうち「その他」は、無形固定資産であります。

２　上記の金額に消費税等は含まれておりません。

３　本社事務所は賃借しており、年間賃借料は4,903千円であります。

４　フィルパーク表参道は借地しており、年間賃借料は13,800千円であります。

５　ニコニコ収納庫は借地しており、年間賃借料は2,055千円であります。　

　

(2）国内子会社

　 平成23年９月30日現在

会社名
事業所名
（所在地）

セグメント
の名称

設備の内容
帳簿価額（千円）

従業員数
（名）建物

機械装置
及び運搬具

工具、器具
及び備品

土地
（面積㎡）

その他 合計

㈱パルマ

本社（東京

都千代田

区）

アウトソー

シングサー

ビス事業

本社機能 5,414 0 2,623 － 18,53726,575 4

（注）１　帳簿価額のうち「その他」は、無形固定資産であります。

２　上記の金額に消費税等は含まれておりません。

３　㈱パルマ本社事務所は賃借しており、年間賃借料は4,874千円であります。

　

３【設備の新設、除却等の計画】

(1）重要な設備の新設等

　該当事項はありません。

　

(2）重要な設備の除却等

　該当事項はありません。　

EDINET提出書類

株式会社ディア・ライフ(E04072)

有価証券報告書

 17/100



第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 96,000

計 96,000

　

②【発行済株式】

種類
事業年度末現在
発行数（株）

（平成23年９月30日）

提出日現在
発行数（株）

（平成23年12月21日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 29,412 29,412
東京証券取引所

（マザーズ）

単元株制度を採用しておりま

せん。

計 29,412 29,412 － －

（注）　「提出日現在発行数」欄には、平成23年12月１日からこの有価証券報告書提出日までの新株予約権の行使によ

り発行された株式数は含まれておりません。
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（２）【新株予約権等の状況】

　平成13年改正旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき発行した新株予約権は次のとおりでありま

す。

平成18年２月27日臨時株主総会決議

　
事業年度末現在

（平成23年９月30日）
提出日の前月末現在
（平成23年11月30日）

新株予約権の数　（個） 261（注）６ 同左

新株予約権のうち自己新株予約権の数　（個） － －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数　（株）
3,132

（注）１、２、３、６
同左

新株予約権の行使時の払込金額　（円）
21,750

（注）２、４
同左

新株予約権の行使期間
平成20年４月１日から

平成28年１月31日まで
同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の

株式の発行価格及び資本組入額　（円）

発行価格　　21,750

資本組入額　10,875

（注）２、４

同左

新株予約権の行使の条件 （注）５ 同左

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権を譲渡するには、

取締役会の承認を要する。
同左

代用払込みに関する事項 － －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 － －

（注）１　新株予約権１個につき目的となる株式数は、12株であります。

２　平成19年２月５日開催の取締役会決議により、平成19年２月22日付をもって普通株式１株を４株に分割して

おります。また、平成19年８月31日開催の取締役会決議により、平成19年10月１日付をもって普通株式１株を

３株に分割しております。これらにより、「新株予約権の目的となる株式の数」、「新株予約権の行使時の払

込金額」及び「新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額」が調整さ

れております。

３　新株予約権発行後、当社が株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式によって新株予約権の目的たる株式の

数は調整され、調整の結果生じる１株未満の端数についてはこれを切り捨てます。

調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率

４　新株予約権発行後、当社が株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式によって発行価額を調整し、調整によ

り生ずる１円未満の端数は切り上げます。

調整後行使価額＝調整前行使価額×
1

分割・併合の比率

また、時価を下回る価額で新株式の発行又は自己株式の処分を行う場合、次の算式によって発行価額を調整

し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げます。

　

調整後行使価額＝調整前行使価額×

既発行株式数＋
新規発行株式数×１株当たり払込金額

１株当たり時価

既発行株式数＋新規発行株式数

上記算式において、「既発行株式数」は当社の発行済株式数から当社が保有する自己株式数を控除した数と

し、自己株式の処分を行う場合には「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」に読み替えるものとしま

す。

５　新株予約権の行使の条件

(1）新株予約権者は、権利行使時においても、当社又は当社グループ事業会社の役員（取締役、監査役、会計参

与及び執行役）又は従業員（執行役員、相談役、顧問及び嘱託を含む。）のいずれかの地位にあることを要

するものとします。

(2）新株予約権者が死亡した場合は、新株予約権の相続は認めず、本新株予約権は失効するものとします。

(3）新株予約権の一部行使はできないものとします。
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(4）その他の条件については、平成18年２月27日開催の臨時株主総会決議及び平成18年２月27日開催の臨時

取締役会決議に基づき、当社と新株予約権者との間で締結した「新株予約権割当契約書」に定めるところ

によります。

６　新株予約権の数、新株予約権の目的となる株式の数は、臨時株主総会決議による新株発行予定数から、退職に

よる権利を喪失した数及び権利行使数を控除した数のことであります。

　

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

　

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

　

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金
増減額
（千円）

資本準備金
残高
（千円）

平成19年２月22日

（注１）
6,255 8,340 － 196,037 － 126,037

平成19年８月１日

（注２）
1,000 9,340 117,300313,337117,300243,337

平成19年10月１日

（注３）
18,680 28,020 － 313,337 － 243,337

平成19年10月１日～

平成20年９月30日

（注４）

384 28,404 4,176 317,513 4,176 247,513

平成22年３月30日

（注４）
1,008 29,412 10,962 328,475 10,962 258,475

（注）１　平成19年２月５日開催の取締役会決議により、平成19年２月22日付で普通株式１株を４株に分割しておりま

す。これにより、株式数は6,255株増加し、発行済株式総数は8,340株となっております。

２　有償一般募集（ブックビルディング方式）

発行価格 255,000円 引受価額 234,600円

発行価額 191,250円 資本組入額 117,300円

３　平成19年８月31日開催の取締役会決議により、平成19年10月１日付で普通株式１株を３株に分割しておりま

す。これにより、株式数は18,680株増加し、発行済株式総数は28,020株となっております。

４　新株予約権の行使による増加であります。
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（６）【所有者別状況】

　 平成23年９月30日現在

区分

株式の状況
単元未満
株式の状況
（株）

政府及び
地方公共
団体

金融機関
金融商品
取引業者

その他の
法人

外国法人等 個人
その他

計
個人以外 個人

株主数（人） － 1 10 11 4 1 402 429 －

所有株式数

（株）
－ 6 254 3,067 44 2 26,03929,412 －

所有株式数の割

合（％）
－ 0.02 0.86 10.43 0.15 0.01 88.53100.00 －

（注）　自己株式3,678株は、「個人その他」に含めて記載しております。

　

（７）【大株主の状況】

　 平成23年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（株）

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合（％）

阿部幸広 東京都新宿区 12,267 41.71

株式会社ディア・ライフ 東京都千代田区九段北一丁目13番５号 3,678 12.51

阿部邦夫 福岡県北九州市小倉南区 1,500 5.10

カーギルインベストメンツジャ

パン株式会社
東京都千代田区丸の内三丁目２番３号 1,392 4.73

阿部晶子 東京都新宿区 780 2.65

長野健　 東京都杉並区　 726 2.47

有限会社ディアネス 東京都新宿区矢来町47番１号 720 2.45

藤塚知義 東京都港区 595 2.02

阿部勝子 福岡県北九州市小倉南区 540 1.84

清水伸也　 神奈川県横浜市青葉区　 537 1.83

計 － 22,735 77.30
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（８）【議決権の状況】

①【発行済株式】

　 平成23年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式　3,678 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 25,734 25,734　 －

単元未満株式 － － －

発行済株式総数 　29,412　 － －

総株主の議決権 － 25,734　 －

　

②【自己株式等】

　 平成23年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
（株）

他人名義
所有株式数
（株）

所有株式数
の合計
（株）

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合（％）

株式会社ディア・ライフ
東京都千代田区九段北一丁

目13番５号
3,678 － 3,678 12.51

計 － 3,678 － 3,678 12.51
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（９）【ストックオプション制度の内容】

　当社は、ストックオプション制度を採用しております。

　当該制度は、平成13年改正旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき、当社の役員及び従業員に対し

て特に有利な条件をもって新株予約権を付与することを平成18年２月27日開催の臨時株主総会及び臨時取締

役会において決議されたものであります。

　当該制度の内容は、次のとおりであります。

決議年月日 平成18年２月27日

付与対象者の区分及び人数 取締役　　３名　　監査役　　１名　　従業員　　７名

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2）新株予約権等の状況」に記載しております。

株式の数　（株） 400

新株予約権の行使時の払込金額　（円） 「(2）新株予約権等の状況」に記載しております。

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 同上

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 同上

（注）１　平成19年２月５日開催の取締役会決議により、平成19年２月22日付をもって普通株式１株を４株に分割して

おります。また、平成19年８月31日開催の取締役会決議により、平成19年10月１日付をもって普通株式１株を

３株に分割しております。これらにより、「新株予約権の目的となる株式の数」、「新株予約権の行使時の払

込金額」及び「新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額」が調整さ

れておりますが、上記の「株式の数」は調整前の内容を記載しております。

２　上記従業員付与対象者のうち２名は退職に伴い権利を喪失しております。

　

EDINET提出書類

株式会社ディア・ライフ(E04072)

有価証券報告書

 23/100



２【自己株式の取得等の状況】

　

【株式の種類等】　会社法第155条第３号に該当する普通株式の取得

　

（１）【株主総会決議による取得の状況】

　該当事項はありません。

　

（２）【取締役会決議による取得の状況】

区分 株式数（株） 価額の総額（千円）

取締役会（平成23年2月9日）での決議状況

（取得期間　平成23年2月10日～平成23年3月31日）
1,200 55,000

当事業年度前における取得自己株式 － －

当事業年度における取得自己株式 261 8,177

残存決議株式の総数及び価額の総額 939 46,822

当事業年度の末日現在の未行使割合（％） 78.3 85.1

当期間における取得自己株式 － －

提出日現在の未行使割合（％） 78.3 85.1

　

区分 株式数（株） 価額の総額（千円）

取締役会（平成23年5月13日）での決議状況

（取得期間　平成23年5月16日～平成23年6月30日）
1,000 46,000

当事業年度前における取得自己株式 － －

当事業年度における取得自己株式 119 4,050

残存決議株式の総数及び価額の総額 881 41,949

当事業年度の末日現在の未行使割合（％） 88.1 91.2

当期間における取得自己株式 － －

提出日現在の未行使割合（％） 88.1 91.2

　

区分 株式数（株） 価額の総額（千円）

取締役会（平成23年8月5日）での決議状況

（取得期間　平成23年8月8日～平成23年9月30日）
900 42,000

当事業年度前における取得自己株式 － －

当事業年度における取得自己株式 102 3,170

残存決議株式の総数及び価額の総額 798 38,829

当事業年度の末日現在の未行使割合（％） 88.7 92.5

当期間における取得自己株式 － －

提出日現在の未行使割合（％） 88.7 92.5

　

（３）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

　該当事項はありません。
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（４）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

区分
当事業年度 当期間

株式数（株）
処分価額の総額
（千円）

株式数（株）
処分価額の総額
（千円）

引き受ける者の募集を行った取得自己株式 － － － －

消却の処分を行った取得自己株式 － － － －

合併、株式交換、会社分割に係る移転を行っ

た取得自己株式
－ － － －

その他 － － － －

保有自己株式数 3,678 － 3,678 －

　

３【配当政策】

　当期の配当金につきましては、平成23年12月21日における定時株主総会決議に基づき、１株当たり300円、総額

7,720,200円としております。また、次期の配当につきましては、１株当たり490円の期末配当を予定しております。

　当社では、企業価値を継続的に拡大し、株主の皆様に対する利益還元を行うことを重要な経営課題として認識してお

ります。配当による利益還元につきましては、連結ベースの配当性向30％を目標に、各事業年度の経営成績を勘案しな

がら株主への利益還元を検討していく方針であります。

　当社の剰余金の配当は、年１回の期末配当を行うことを基本方針としております。配当の決定機関は、期末配当につ

いては株主総会、中間配当については取締役会であります。

　なお、当社は取締役会の決議により、毎年３月31日を基準日とした会社法第454条第５項に規定する中間配当を行う

ことができる旨を定款に定めております。

　　

４【株価の推移】

（１）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

回次 第３期 第４期 第５期 第６期 第７期
決算年月 平成19年９月 平成20年９月 平成21年９月 平成22年９月 平成23年９月

最高（円）
487,000

※104,000
124,000 32,000 31,200 38,950

最低（円）
229,000

※72,600
23,700 7,650 14,000 18,900

（注）１　株価は、東京証券取引所マザーズにおけるものであります。

２　当社株式は、平成19年８月２日から東京証券取引所マザーズに上場されております。それ以前については、該

当事項はありません。

３　※印は、株式分割による権利落後の最高・最低株価であります。

　

（２）【最近６月間の月別最高・最低株価】

月別 平成23年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月

最高（円） 34,900 38,950 36,000 34,400 33,800 32,300

最低（円） 30,600 30,600 31,400 31,000 26,600 28,410

（注）　株価は、東京証券取引所マザーズにおけるものであります。
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５【役員の状況】

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（株）

代表取締役

社長
－ 阿　部　幸　広 昭和43年２月20日

平成２年４月 ニチメン株式会社（現双日株式会

社）入社

（注）２ 12,267

平成16年11月当社設立

代表取締役社長就任（現任）

平成20年10月㈲ＤＬＨ取締役（現任）

平成21年５月㈱パルマファイナンシャルサービ

シーズ（現㈱パルマ）代表取締役社

長（現任）

取締役

　

リアルエス

テートユニッ

ト長

　

矢　野　賢太郎

　

昭和51年５月14日

　

平成14年４月ニチメン株式会社（現双日株式会

社）入社

（注）２

　

120

　

平成17年12月当社入社

平成18年１月当社不動産コンサルティングユニッ

ト長

平成19年４月当社取締役就任（現任）

平成23年12月
当社リアルエステートユニット長

（現任）

取締役
管理ユニット

長
清　水　誠　一 昭和40年11月10日

昭和61年４月ちばぎんリース株式会社入社

（注）２ －

平成11年７月パシフィックマネジメント株式会社

（現パシフィックホールディングス

株式会社）入社

平成21年４月当社管理ユニット長（現任）

平成21年５月㈱パルマファイナンシャルサービ

シーズ（現㈱パルマ）監査役（現

任）

平成21年12月当社取締役就任（現任）

取締役 設計室長 井ノ口　光　彦 昭和31年７月９日

昭和58年３月玲設計事務所入社

（注）２ 27

昭和59年10月高橋建築研究所入社

昭和61年９月アイエヌオウ一級建築士事務所開設

平成18年１月当社設計室長（現任）

平成21年12月当社取締役就任（現任）

監査役

（常勤）
－ 山　浦　幸　雄 昭和16年６月４日

昭和39年４月株式会社東海銀行（現株式会社三菱

東京ＵＦＪ銀行）入行

（注）３ －

平成５年６月 藤和不動産株式会社

常務取締役就任

平成７年６月 同社専務取締役就任

平成16年６月藤和コミュニテイ株式会社

常勤監査役就任

平成18年８月当社常勤監査役就任（現任）

監査役 － 阿　部　海　輔 昭和49年５月15日

平成13年９月朝日監査法人（現あずさ監査法人）

入社

（注）４ －

平成18年５月公認会計士登録

平成19年２月阿部海輔公認会計士事務所設立（現

任）

平成19年２月監査法人ハイビスカス　代表社員就

任（現任）

平成19年３月ティー．ティーコーポレーション株

式会社　社外監査役就任

平成19年12月当社監査役就任（現任）

平成20年４月株式会社ティ・エイチ・アイ

社外監査役就任

平成21年６月明治通り税理士法人　代表社員就任

（現任）
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（株）

監査役 － 馬　塲　一　徳 昭和40年９月１日

平成２年４月 住友商事株式会社入社

（注）４ －

平成５年９月 住宅・都市整備公団（現独立行政法

人都市再生機構）入社

平成13年12月新創監査法人入社

平成17年１月新創税理士法人入社

平成18年２月税理士登録

平成18年９月共立株式会社入社

平成19年９月馬塲一徳税理士事務所設立（現任）

平成20年５月当社監査役就任（現任）

計 12,414

（注）１　監査役山浦幸雄、阿部海輔及び馬塲一徳は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。

２　取締役の任期は、平成23年12月21日から平成24年９月期に係る定時株主総会終結の時までであります。

３　監査役の任期は、平成22年12月22日から平成26年９月期に係る定時株主総会終結の時までであります。

４　監査役の任期は、平成23年12月21日から平成27年９月期に係る定時株主総会終結の時までであります。　

EDINET提出書類

株式会社ディア・ライフ(E04072)

有価証券報告書

 27/100



６【コーポレート・ガバナンスの状況等】

（１）【コーポレート・ガバナンスの状況】

①　企業統治の体制

イ　コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方

　当社は、経営の健全性、透明性及び客観性を高めるとともに、法令・社会規範・倫理を遵守した健全経営を確

立・維持しながら企業価値の最大化を図ることが、株主をはじめとするステークホルダーの皆様の信頼を確保

し、永続的に繁栄する企業に発展していくうえで、極めて重要であると考えております。

　そのために当社では、取締役会の充実、監査役会機能の一層の強化を進め、コーポレート・ガバナンスの重要

性を経営陣のみならず、全従業員が認識し、実践することに努めております。

ロ　企業統治の体制の概要

（取締役会）

　当社の取締役会は４名で構成されております。毎月１回開催される定時取締役会では、法令及び定款に定めら

れた事項、経営に関する重要な事項の審議及び決定や各事業の進捗状況及び業務執行状況を検討、確認してお

ります。また、重要な議案が生じた時に必要に応じて臨時取締役会をその都度開催しております。

　なお、月次決算数値についての報告もなされ、当社経営陣が業績を適宜把握しております。

（監査役会）

　当社は、監査役設置会社であり、常勤社外監査役１名及び非常勤社外監査役２名で監査役会を組織し、定期的

に監査役会を開催しております。また、各監査役は常勤・非常勤を問わず原則として全員が毎回取締役会に出

席し、必要に応じて意見の陳述を行うとともに、取締役の職務遂行に対し厳正なる監査を行っております。

（内部監査）

　当社には内部監査を行う独立のユニットはありませんが、管理ユニット長１名及び代表取締役社長により任

命された管理ユニットに属さない者１名によって構成され、相互に牽制する体制を採用しており、法令及び社

内規程の準拠性並びに業務遂行の適正性に関する監査などを、適宜実施しております。

（会計監査人）

　当社は、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく会計監査についての監査契約を優成監査法人と締結

し、監査を実施しております。なお、当社と優成監査法人及び同監査法人の業務執行社員との間には、特別な利

害関係はありません。

（税理士事務所・労務管理事務所）

　当社は、坂部会計事務所及び小関労務管理事務所と顧問契約を締結しており、必要に応じて税務面、労務面に

おける経営上の問題が起きないよう助言、指導を受けております。

　

　当社のコーポレートガバナンス体制を図式化すると次のとおりです。

　 （平成23年12月21日現在）
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ハ　企業統治の体制を採用する理由

　当社は取締役４名による迅速な意思決定と取締役会の活性化を図るとともに、３名全員が社外監査役である

監査役による客観的・中立的監視のもと経営の公正性と透明性を維持しており、効率的な経営システムと経営

監視機能が十分機能する体制が整っているものと判断しております。

ニ　内部統制システムの整備の状況

　当社は、内部統制システムの整備に関する基本方針について、次のとおり定めております。

a 取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

　毎月１回開催される定時取締役会では、法令及び定款に定められた事項及び経営に関する重要な事項の決議

を行うとともに各取締役は職務の執行状況について報告する。出席監査役は各取締役の職務執行状況の監視を

行うとともに、日常の業務監査により取締役の職務執行が法令及び定款に反していないかを監督する。

　使用人の職務執行は、内部監査規程に基づいた内部監査により法令及び定款に反していないか監査する。

b 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する事項

　取締役の職務の執行状況を事後的に確認するため、各会議議事録や稟議書などの重要書類の保存及び管理に

関する文書管理規程を定める。また、主管ユニットを定め、取締役及び使用人に対して規程に従って文書の保存

・管理を適正に行うよう指導する。取締役及び監査役は、常時これらの文書等を閲覧できるものとする。

c 損失の危機の管理に関する規程その他の体制

　各ユニットの業務に付随するリスク管理は当該ユニットが行い、全社的なリスク管理は管理ユニットが行う。

管理ユニットは、内部牽制機能を担うユニットとして、各ユニットのリスクを監視し、リスクが顕在化し重大な

影響を及ぼす危険性が高まったと判断される場合、速やかに代表取締役及び監査役にその内容を報告し対策を

講じる。

d 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

　取締役の職務の効率性を確保するため、組織管理規程、業務分掌規程及び職務権限規程において、それぞれの

責任と権限の所在を明確に定める。また、取締役会において中期経営計画及び年度計画を策定の上、毎月１回の

定時取締役会での業務執行報告及び月次決算報告に基づき、月次での進捗状況の管理を行い、その結果を職務

執行にフィードバックする。

e 企業集団における業務の適正を確保するための体制

　当社グループの業務の適正については、関係会社管理規程に従い管理し、業務執行の状況について、当該業務

を所管するユニット長が当社規程に準じて評価を行う。子会社または関係会社に損失の危険が発生し、所管ユ

ニット長がこれを把握した場合には、直ちに発見された損失の危険の内容、損失の程度及び当社に及ぼす影響

等について、当社の取締役会に報告する体制を確保し、これを推進する。

f 監査役がその補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する体制並びにその使用

人の取締役からの独立性に関する事項

　監査役が補助使用人を求めた場合は、協議の上、速やかに設置する。補助使用人は、兼任も可能とするが、当該

補助使用人はその職務の遂行に関して取締役の指揮命令は受けないものとする。

g 取締役及び使用人が監査役に報告するための体制その他の監査役への報告に関する体制

　監査役は、取締役会をはじめとする重要な会議に参加し、取締役及び使用人から、重要事項の報告を受けるも

のとする。また、取締役及び使用人は、法令に違反する事実や会社に著しい損害を与える恐れのある事実を発見

した場合は、速やかに監査役に報告するものとする。

　内部監査担当は、内部監査の結果を監査役に報告するものとする。

h その他の監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

　監査役は、定期的に取締役とミーティングを持ち業務の状況のヒアリングを行うものとする。また、内部監査

担当や監査法人とも情報交換を行い、連携のもと監査を有効に行っていくものとする。

i 反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及び整備状況

　当社は、市民社会の秩序維持を前提に反社会的勢力とは一切関係を遮断し、常に毅然とした態度で対応するこ

とを周知徹底に努めております。

　また、管理ユニットが反社会的勢力との対応の総括を行い、反社会的勢力に関する情報を集約して一元的に管

理し、社内関係各ユニット、顧問弁護士、所轄警察署と連携し、反社会的勢力からの不当要求を遮断・排除する

こととしております。
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ホ　リスク管理体制の整備の状況

　当社では、社内諸規程の整備、管理、運用を継続して行うことや毎週１回行う全体会議や各ユニット会議等を

通じて情報を共有することで、事業上の予見可能なリスクを未然に防止し、業務の効率化を図る体制作りに取

り組むとともに、弁護士、監査法人、顧問契約先の税理士事務所及び労務管理士より必要に応じて適宜助言と指

導を受けております。

　また、取締役及び使用人が法令・定款等に違反する行為又はその恐れを発見した場合の報告体制として内部

通報制度を制定し、社内外に内部通報窓口を設置しております。

　

②　内部監査及び監査役監査の状況

　当社の内部監査業務は、当社における社内諸規程の管理、運営の制度及び業務の遂行状況を、公正かつ客観的な

立場で合法性と合理性の観点から検討、評価し、内部統制の有効性を高めていくことを基本方針とし、内部監査人

２名において作成した年間の監査計画に基づき実施しております。当該監査終了後に監査報告書を作成し、社長

に提出し、その承認をもって結果を被監査ユニットに通知します。その後、指摘事項にかかる改善報告を受け、改

善状況の確認をしております。

　監査役監査につきましては、常勤監査役１名及び非常勤監査役２名が、年間の監査方針を立案し、監査計画を作

成しております。監査にあたっては、議事録、稟議書、契約書等の書類の査閲を行うとともに、関係者へのヒアリン

グ、会計監査への立会い、実地調査、取締役会ほか社内の重要な会議への出席を行っております。期末監査終了後

は、監査法人と意見交換を行い、監査報告書を作成、社長に提出し、定時株主総会の席上で監査報告を行っており

ます。

　また、内部監査、監査役監査及び会計監査は、相互に連携をとりながら効果的かつ効率的な監査の実施を行うよ

う情報、意見の交換及び指摘事項の共有を行い、適正な監査の実施及び問題点、指摘事項の改善状況の確認に努め

ております。

　

③　社外取締役及び社外監査役との関係

　当社は、社外取締役は選任しておりませんが、外部からの中立的かつ客観的な立場から経営を監視する機能が重

要との観点から、独立性の高い社外監査役３名が取締役の職務執行を監査しております。社外監査役の豊富な経

験と高い専門性を活かし、当社のコーポレート・ガバナンスの水準の維持・向上を図るとともに、社外監査役の

監査により、外部からの中立的かつ客観的な経営監視が十分に機能する体制が整っているものと判断しておりま

す。

　山浦幸雄氏は、金融機関及び大手不動産会社における長年の経験と法令・財務・企業経営の統治に関する豊富

な見識を当社の経営に対する適切な監査に活かしていただくため選任しております。

　阿部海輔氏は、公認会計士として活動しており、財務会計や法令等に関する高度で専門的な知識と見識を当社の

経営に対する適切な監査に活かしていただくため選任しております。

　馬塲一徳氏は、税理士として活動しており、税法や法令等に関する高度で専門的な知識と見識を当社の経営に対

する適切な監査に活かしていただくため選任しております。

　なお、上記３名は、それぞれ当社との資本的関係、人的関係及び取引関係その他の利害関係はありません。

　

④　役員の報酬等

イ　提出会社の役員区分ごとの報酬等の総額、報酬等の種類別の総額及び対象となる役員の員数

役員区分
報酬等の総額
（千円）

報酬等の種類別の総額（千円） 対象となる
役員の員数
（名）

基本報酬
ストック
オプション

賞与 退職慰労金

取締役

（社外取締役を除く。）
51,101 51,101 － － － 4

監査役

（社外監査役を除く。）
－ － － － － －

社外役員 5,900 5,900　 　 　 3

　

ロ　提出会社の役員ごとの連結報酬等の総額等

　連結報酬等が１億円以上である者が存在しないため、記載しておりません。
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ハ　使用人兼務役員の使用人給与のうち、重要なもの

　該当事項はありません。

　

ニ　役員の報酬等の額の決定に関する方針

　取締役及び監査役の報酬の額は取締役全員及び監査役全員の報酬総額の最高限度額を株主総会の決議により

決定し、各取締役の報酬額は、取締役会の授権を受けた代表取締役が当社の定める一定の基準に基づき決定し、

各監査役の報酬額は、監査役の協議により決定しております。

　役員の報酬限度額は、平成17年12月22日開催の第１回定時株主総会において、取締役については年額７億円以

内（ただし、使用人分給与は含まない）、監査役については年額１億円以内と決議いただいております。

　

⑤　株式の保有状況

イ　保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式

　該当事項はありません。

　

ロ　保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式のうち、当事業年度における貸借対照表計上額が資本金額

の100分の１を超える銘柄

　該当事項はありません。

　

ハ　保有目的が純投資目的である投資株式

　

前事業年度
（千円）

当事業年度
（千円）

貸借対照表
計上額の合計額

貸借対照表
計上額の合計額

受取配当金
の合計額

売却損益
の合計額

評価損益
の合計額

非上場株式以外の株式 2,457 2,748 84 37,770 474

　

⑥　会計監査の状況

　当社の会計監査業務を執行した公認会計士及び所属監査法人は次のとおりであります。また、当社の会計監査業

務に係る補助者は、公認会計士４名及びその他８名であります。

業務を執行した公認会計士の氏名 所属する監査法人名 継続監査年数

加藤　善孝 優成監査法人 －　（注）

本間　洋一 優成監査法人 －　（注）

狐塚　利光 優成監査法人 －　（注）

（注）　継続監査年数については、全員７年以内であるため、記載を省略しております。

　

⑦　取締役の定数

　当社の取締役は７名以内とする旨定款に定めております。

　

⑧　取締役の任期

　当社は、取締役の任期を選任後１年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する定時株主総会の終結の

時までとする旨を定款で定めております。

　

⑨　取締役の選任の決議要件

　当社は、取締役の選任決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主

が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨及び累積投票によらないものとする旨定款に定めております。

　

⑩　株主総会の特別決議要件

　当社は、会社法第309条第２項に定める株主総会の特別決議要件について、議決権を行使することができる株主

の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨定款に定めておりま

す。これは、株主総会における特別決議の定足数を緩和することにより、株主総会の円滑な運営を行うことを目的

とするものであります。
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⑪　取締役会にて決議できる株主総会決議事項

イ　当社は、自己株式の取得について、会社法第165条第２項の規定に基づき、取締役会の決議によって自己の株式

を取得することができる旨を定款に定めております。これは、経営環境の変化に対応した機動的な資本政策の

実行を目的とするものであります。

ロ　当社は、剰余金の配当について、会社法第454条第５項の規定により、取締役会の決議によって中間配当を行う

ことができる旨を定款に定めております。これは、株主への利益還元の機会の充実を目的とするものでありま

す。

　

（２）【監査報酬の内容等】

①【監査公認会計士等に対する報酬の内容】

区分
前連結会計年度 当連結会計年度

監査証明業務に
基づく報酬（千円）

非監査業務に
基づく報酬（千円）

監査証明業務に
基づく報酬（千円）

非監査業務に
基づく報酬（千円）

提出会社 10,500 － 10,500 －

連結子会社 － － － －

計 10,500 － 10,500 －

　

②【その他重要な報酬の内容】

　該当事項はありません。

　

③【監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容】

　該当事項はありません。

　

④【監査報酬の決定方針】

　当社の監査公認会計士等に対する監査報酬の決定方針としましては、監査日数、会社の規模・事業・業務の特性

等の要素を勘案して監査役会の同意を得て適切に決定しております。
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第５【経理の状況】

１　連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について

(1）当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号。以

下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前連結会計年度（平成21年10月１日から平成22年９月30日まで）は、改正前の連結財務諸表規則に基づき、

当連結会計年度（平成22年10月１日から平成23年９月30日まで）は、改正後の連結財務諸表規則に基づいて作成し

ております。

 

(2）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下「財

務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前事業年度（平成21年10月１日から平成22年９月30日まで）は、改正前の財務諸表等規則に基づき、当事業

年度（平成22年10月１日から平成23年９月30日まで）は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作成しております。

 

２　監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前連結会計年度（平成21年10月１日から平成22年９月

30日まで）及び前事業年度（平成21年10月１日から平成22年９月30日まで）並びに当連結会計年度（平成22年10月

１日から平成23年９月30日まで）及び当事業年度（平成22年10月１日から平成23年９月30日まで）の連結財務諸表

及び財務諸表について、優成監査法人により監査を受けております。

　なお、当社の監査公認会計士等は次のとおり異動しております。

 　　前々連結会計年度及び前々事業年度　　　　あずさ監査法人 

　　 前連結会計年度及び前事業年度　　　　　　優成監査法人 

　当該異動について臨時報告書を提出しております。臨時報告書に記載した事項は次のとおりです。

  (1) 異動に係る会計監査人

　  ①選任する会計監査人の氏名又は名称

      優成監査法人

    ②退任する会計監査人の氏名又は名称

      あずさ監査法人

  (2) 異動の年月日

　　平成21年12月25日（第５回定時株主総会開催日）

  (3) 退任する会計監査人の直近における就任年月日

    平成20年12月26日

  (4) 退任する会計監査人が直近３年間に作成した監査報告書等における意見等に関する事項

    該当事項はありません。

  (5) 異動の決定又は異動に至った理由及び経緯

　　  当社の会計監査人でありますあずさ監査法人は、平成21年12月25日開催予定の第５回定時株主総会終結の時を

もって任期満了により退任となりますので、新たに優成監査法人を会計監査人として選任するものであります。

  (6) 上記(5)の理由及び経緯に対する監査報告書等の記載事項に係る公認会計士等の意見

    特段の意見はない旨の回答を得ております。　

　

３  連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みについて

当社は、会計基準等の内容について適切に把握し、また会計基準等の変更等に対し的確に対応していくため、会

計監査人との緊密な連携や、各種セミナーへの参加、会計税務関連出版物の購読等を通じて、当該課題に取り組ん

でいます。 　
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１【連結財務諸表等】
(1)【連結財務諸表】
①【連結貸借対照表】

(単位：千円)

前連結会計年度
(平成22年９月30日)

当連結会計年度
(平成23年９月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 959,208 822,891

売掛金 25,716 26,428

有価証券 3,000 2,794

販売用不動産 ※2
 109,457

※2
 490,163

仕掛販売用不動産 ※2
 260,493

※2
 516,978

繰延税金資産 2,914 39,087

その他 106,799 129,068

貸倒引当金 △37,712 △25,844

流動資産合計 1,429,878 2,001,568

固定資産

有形固定資産

建物 250,770 83,523

減価償却累計額 △36,919 △8,264

建物（純額） 213,851 75,258

機械装置及び運搬具 848 2,468

減価償却累計額 △141 △1,051

機械装置及び運搬具（純額） 707 1,416

工具、器具及び備品 16,987 36,652

減価償却累計額 △11,433 △12,633

工具、器具及び備品（純額） 5,554 24,019

土地 704,142 －

有形固定資産合計 924,255 100,694

無形固定資産 27,862 24,307

投資その他の資産

投資有価証券 ※1
 11,072

※1
 9,063

長期貸付金 40,050 61,536

繰延税金資産 － 143

その他 ※2
 21,978

※2
 45,861

貸倒引当金 △2,318 △18,219

投資その他の資産合計 70,784 98,386

固定資産合計 1,022,902 223,388

資産合計 2,452,780 2,224,957
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(単位：千円)

前連結会計年度
(平成22年９月30日)

当連結会計年度
(平成23年９月30日)

負債の部

流動負債

買掛金 2,486 9,121

短期借入金 － ※2
 94,000

1年内返済予定の長期借入金 ※2
 73,000

※2
 10,400

1年内償還予定の社債 20,000 －

未払法人税等 1,569 17,550

その他 175,367 213,245

流動負債合計 272,423 344,317

固定負債

長期借入金 ※2
 229,846

※2
 692,100

長期預り金 749,912 －

繰延税金負債 － 2,614

資産除去債務 － 7,594

その他 27,529 15,534

固定負債合計 1,007,289 717,843

負債合計 1,279,712 1,062,160

純資産の部

株主資本

資本金 328,475 328,475

資本剰余金 258,475 258,475

利益剰余金 627,283 629,916

自己株式 △39,146 △54,545

株主資本合計 1,175,087 1,162,322

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 △2,337 474

その他の包括利益累計額合計 △2,337 474

少数株主持分 317 －

純資産合計 1,173,067 1,162,797

負債純資産合計 2,452,780 2,224,957
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②【連結損益計算書及び連結包括利益計算書】
【連結損益計算書】

(単位：千円)

前連結会計年度
(自　平成21年10月１日
　至　平成22年９月30日)

当連結会計年度
(自　平成22年10月１日
　至　平成23年９月30日)

売上高 1,287,256 1,383,311

売上原価 ※3
 887,226 963,665

売上総利益 400,029 419,646

販売費及び一般管理費 ※1
 363,295

※1
 373,777

営業利益 36,733 45,868

営業外収益

受取利息 5,261 5,228

受取配当金 122 88

有価証券売却益 18,115 39,932

持分法による投資利益 3,875 －

匿名組合分配益 4,378 498

その他 3,022 2,131

営業外収益合計 34,776 47,879

営業外費用

支払利息 7,822 33,648

投資有価証券評価損 － 3,884

持分法による投資損失 － 28,918

匿名組合分配損 4,914 －

貸倒引当金繰入額 7,659 10,406

その他 4,607 5,920

営業外費用合計 25,003 82,779

経常利益 46,506 10,968

特別利益

貸倒引当金戻入額 － 4,416

関係会社株式売却益 31,835 －

移転損失引当金戻入額 4,349 －

その他 1,261 －

特別利益合計 37,446 4,416

特別損失

固定資産売却損 ※2
 8 －

固定資産除却損 － ※2
 5,078

関係会社株式評価損 7,999 －

関係会社出資金評価損 1,573 1,461

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 668

特別損失合計 9,582 7,208

税金等調整前当期純利益 74,370 8,176

法人税、住民税及び事業税 720 16,755

法人税等還付税額 △1,113 －

法人税等調整額 － △33,701

法人税等合計 △393 △16,946

少数株主損益調整前当期純利益 － 25,123

少数株主損失（△） △258 △317

当期純利益 75,022 25,441
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【連結包括利益計算書】
（単位：千円）

前連結会計年度
(自　平成21年10月１日
　至　平成22年９月30日)

当連結会計年度
(自　平成22年10月１日
　至　平成23年９月30日)

少数株主損益調整前当期純利益 － 25,123

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 － 2,811

その他の包括利益合計 － ※2
 2,811

包括利益 － ※1
 27,935

（内訳）

親会社株主に係る包括利益 － 28,253

少数株主に係る包括利益 － △317
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③【連結株主資本等変動計算書】
(単位：千円)

前連結会計年度
(自　平成21年10月１日
　至　平成22年９月30日)

当連結会計年度
(自　平成22年10月１日
　至　平成23年９月30日)

株主資本

資本金

前期末残高 317,513 328,475

当期変動額

新株の発行 10,962 －

当期変動額合計 10,962 －

当期末残高 328,475 328,475

資本剰余金

前期末残高 247,513 258,475

当期変動額

新株の発行 10,962 －

当期変動額合計 10,962 －

当期末残高 258,475 258,475

利益剰余金

前期末残高 552,260 627,283

当期変動額

剰余金の配当 － △22,807

当期純利益 75,022 25,441

当期変動額合計 75,022 2,633

当期末残高 627,283 629,916

自己株式

前期末残高 △28,081 △39,146

当期変動額

自己株式の取得 △11,065 △15,398

当期変動額合計 △11,065 △15,398

当期末残高 △39,146 △54,545

株主資本合計

前期末残高 1,089,206 1,175,087

当期変動額

新株の発行 21,924 －

剰余金の配当 － △22,807

当期純利益 75,022 25,441

自己株式の取得 △11,065 △15,398

当期変動額合計 85,881 △12,764

当期末残高 1,175,087 1,162,322
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(単位：千円)

前連結会計年度
(自　平成21年10月１日
　至　平成22年９月30日)

当連結会計年度
(自　平成22年10月１日
　至　平成23年９月30日)

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金

前期末残高 △1,829 △2,337

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△507 2,811

当期変動額合計 △507 2,811

当期末残高 △2,337 474

その他の包括利益累計額合計

前期末残高 △1,829 △2,337

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△507 2,811

当期変動額合計 △507 2,811

当期末残高 △2,337 474

少数株主持分

前期末残高 576 317

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △258 △317

当期変動額合計 △258 △317

当期末残高 317 －

純資産合計

前期末残高 1,087,952 1,173,067

当期変動額

新株の発行 21,924 －

剰余金の配当 － △22,807

当期純利益 75,022 25,441

自己株式の取得 △11,065 △15,398

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △765 2,494

当期変動額合計 85,115 △10,270

当期末残高 1,173,067 1,162,797
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④【連結キャッシュ・フロー計算書】
(単位：千円)

前連結会計年度
(自　平成21年10月１日
　至　平成22年９月30日)

当連結会計年度
(自　平成22年10月１日
　至　平成23年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前当期純利益 74,370 8,176

減価償却費 20,595 20,056

のれん償却額 2,108 2,048

貸倒引当金の増減額（△は減少） 17,834 8,872

移転損失引当金の増減額（△は減少） △12,363 －

受取利息及び受取配当金 △5,383 △5,316

支払利息 7,822 33,648

有価証券売却損益（△は益） △18,115 △39,932

投資有価証券売却損益（△は益） △30 －

投資有価証券評価損 － 3,884

匿名組合分配損益（△は益） 536 △498

関係会社株式売却損益（△は益） △31,835 －

関係会社株式評価損 7,999 －

関係会社出資金評価損 1,573 1,461

関係会社清算損益（△は益） △1,232 －

持分法による投資損益（△は益） △3,875 28,918

固定資産売却損益（△は益） 8 －

固定資産除却損 － 5,078

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 668

売上債権の増減額（△は増加） 7,527 △139

たな卸資産の増減額（△は増加） △371,181 △639,029

仕入債務の増減額（△は減少） 1,392 6,634

前受金の増減額（△は減少） 12,700 △4,924

その他 30,116 △3,602

小計 △259,433 △573,992

利息及び配当金の受取額 595 6,427

利息の支払額 △6,054 △34,839

法人税等の還付額 8,018 －

法人税等の支払額 △310 △760

営業活動によるキャッシュ・フロー △257,185 △603,165
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(単位：千円)

前連結会計年度
(自　平成21年10月１日
　至　平成22年９月30日)

当連結会計年度
(自　平成22年10月１日
　至　平成23年９月30日)

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △15,000 △10,000

有価証券の売買による収支（純額） 15,115 39,932

有形固定資産の取得による支出 △16,923 △26,208

有形固定資産の売却による収入 50 －

無形固定資産の取得による支出 △15,913 △4,158

投資有価証券の取得による支出 △100 △425

投資有価証券の売却による収入 101 －

関係会社株式の清算による収入 1,232 －

連結範囲の変更を伴う関係会社株式の売却によ
る収入 ※2

 39,527 －

貸付けによる支出 △17,100 －

貸付金の回収による収入 3,000 1,207

敷金の差入による支出 － △10,468

敷金の回収による収入 30,209 60

その他 － △100

投資活動によるキャッシュ・フロー 24,200 △10,161

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入れによる収入 30,000 202,000

短期借入金の返済による支出 △30,000 △108,000

長期借入れによる収入 563,900 960,000

長期借入金の返済による支出 △468,923 △503,576

社債の償還による支出 △20,000 △20,000

新株予約権の行使による株式の発行による収入 21,924 －

自己株式の取得による支出 △11,065 △15,398

長期預り金の受入による収入 340,200 －

配当金の支払額 － △22,554

その他 － △4,286

財務活動によるキャッシュ・フロー 426,034 488,184

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 193,048 △125,142

現金及び現金同等物の期首残高 771,029 959,961

連結除外に伴う現金及び現金同等物の減少額 ※3
 △4,116

※2
 △9,229

現金及び現金同等物の期末残高 ※1
 959,961

※1
 825,589
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【連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項】

前連結会計年度
（自　平成21年10月１日
至　平成22年９月30日）

当連結会計年度
（自　平成22年10月１日
至　平成23年９月30日）

１　連結の範囲に関する事項

(1）連結子会社の数及び名称

連結子会社の数　３社

１　連結の範囲に関する事項

(1）連結子会社の数及び名称

連結子会社の数　１社

連結子会社の名称

㈱パルマ

（旧㈱パルマファイナンシャルサービシーズ）

清水門インベストメント(同)

馬場先門インベストメント(同)

連結子会社の名称

㈱パルマ

　半蔵門インベストメント(同)は、実質支配力が無く

なったため、第１四半期連結会計期間末から持分法

適用の関連会社とし、連結の範囲より除外しており

ます。

　清水門インベストメント(同)は、平成22年10月１日

付で当社に吸収合併されたため、第１四半期連結会

計期間から連結の範囲より除外しております。

  馬場先門インベストメント(同)は、実質支配力が

無くなったため、第１四半期連結会計期間末から持

分法適用の関連会社とし、連結の範囲より除外して

おります。

(2）非連結子会社の名称等

㈲ＤＬＨ

(同)ディア・キッズ

(2）非連結子会社の名称等

㈲ＤＬＨ

(同)ディア・キッズ

㈲北の丸インベストメント　

（連結の範囲から除いた理由）

　非連結子会社は、いずれも小規模会社であり、合計

の総資産、売上高、当期純損益（持分に見合う額）及

び利益剰余金（持分に見合う額）等は、いずれも連

結財務諸表に重要な影響を及ぼしていないため連結

の範囲から除いております。

（連結の範囲から除いた理由）

　非連結子会社は、いずれも小規模会社であり、合計

の総資産、売上高、当期純損益（持分に見合う額）及

び利益剰余金（持分に見合う額）等は、いずれも連

結財務諸表に重要な影響を及ぼしていないため連結

の範囲から除いております。

２　持分法の適用に関する事項

(1）持分法適用の関連会社の数及び名称

持分法適用の関連会社の数　４社

２　持分法の適用に関する事項

(1）持分法適用の関連会社の数及び名称

持分法適用の関連会社の数　３社

持分法適用の関連会社の名称

半蔵門インベストメント(同)

㈲北の丸インベストメント

㈲北の丸リアルエステート

㈲千鳥ヶ淵インベストメント

持分法適用の関連会社の名称

馬場先門インベストメント(同)

半蔵門インベストメント(同) 

㈲千鳥ヶ淵インベストメント

　半蔵門インベストメント(同)については、実質支配

力が無くなったため、第１四半期連結会計期間末か

ら持分法適用の関連会社に含めております。

　馬場先門インベストメント(同)については、実質支

配力が無くなったため、第１四半期連結会計期間末

から持分法適用の関連会社に含めております。 

　㈲北の丸リアルエステートは清算を結了したため、

㈲北の丸インベストメントは事業の終了により、重

要性が低下したため、それぞれ第１四半期連結会計

期間から持分法の範囲から除外しております。

(2）持分法適用の非連結子会社の数及び名称

　該当事項はありません。

(2）持分法適用の非連結子会社の数及び名称

　該当事項はありません。

(3）持分法を適用していない非連結子会社の名称等

㈲ＤＬＨ

(同)ディア・キッズ

(3）持分法を適用していない非連結子会社の名称等

㈲ＤＬＨ

(同)ディア・キッズ

㈲北の丸インベストメント　
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前連結会計年度
（自　平成21年10月１日
至　平成22年９月30日）

当連結会計年度
（自　平成22年10月１日
至　平成23年９月30日）

（持分法を適用しない理由）

　非連結子会社は、それぞれ当期純損益（持分に見合

う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等からみ

て、持分法の対象から除いても連結財務諸表に及ぼ

す影響が軽微であり、かつ全体としても重要性がな

いため、持分法の適用から除いております。

（持分法を適用しない理由）

　非連結子会社は、それぞれ当期純損益（持分に見合

う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等からみ

て、持分法の対象から除いても連結財務諸表に及ぼ

す影響が軽微であり、かつ全体としても重要性がな

いため、持分法の適用から除いております。

(4）持分法を適用していない関連会社の名称等

　該当事項はありません。

(4）持分法を適用していない関連会社の名称等

　該当事項はありません。

３　連結子会社の事業年度等に関する事項

　連結子会社馬場先門インベストメント(同)の決算日は

５月31日であります。連結財務諸表の作成に当たっては、

連結決算日現在で実施した仮決算に基づく財務諸表を使

用しております。

３　連結子会社の事業年度等に関する事項

すべての連結子会社の事業年度の末日は、連結決算日

と一致しております。

４　会計処理基準に関する事項

(1）重要な資産の評価基準及び評価方法

①　有価証券

その他有価証券

＜時価のあるもの＞

　決算期末日の市場価格等に基づく時価法を採用

しております。

（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売

却原価は移動平均法により算定しております。）

４　会計処理基準に関する事項

(1）重要な資産の評価基準及び評価方法

①　有価証券

その他有価証券

＜時価のあるもの＞

同左

②　たな卸資産

仕掛販売用不動産及び販売用不動産

　個別法による原価法（収益性の低下による簿価

切下げの方法）を採用しております。

②　たな卸資産

仕掛販売用不動産及び販売用不動産 

              　同左

　

(2）重要な減価償却資産の減価償却の方法

①　有形固定資産

　定率法を採用しております。

　ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（建

物付属設備を除く）については、定額法によってお

ります。

　主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物　　　　　　　　　　３～20年

工具、器具及び備品　　　３～15年

(2）重要な減価償却資産の減価償却の方法

①　有形固定資産

　定率法を採用しております。

  ただし、建物（建物付属設備を除く）及び事業用

工具、器具及び備品については、定額法によっており

ます。

  主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物　　　　　　　　　　８～18年

機械装置及び運搬具　　    　10年

工具、器具及び備品　    ３～15年　

②　無形固定資産

　定額法を採用しております。

　なお、自社利用のソフトウエアについては、社内に

おける利用可能期間（５年）に基づいております。

②　無形固定資産

同左

(3）重要な引当金の計上基準

  貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権に

ついては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の

債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不

能見込額を計上しております。

(3）重要な引当金の計上基準

  貸倒引当金

同左
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前連結会計年度
（自　平成21年10月１日
至　平成22年９月30日）

当連結会計年度
（自　平成22年10月１日
至　平成23年９月30日）

　 (4）のれんの償却に関する事項 

  のれんの償却については、５年間の均等償却を

行っております。

　 (5）連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

  手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換

金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリス

クしか負わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の

到来する短期投資からなっております。

(4）その他連結財務諸表作成のための重要な事項

消費税等の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式に

よっております。控除対象外消費税額等については、

販売費及び一般管理費に計上しており、固定資産に

係るものは長期前払費用に計上し、５年間で均等償

却を行っております。

(6）その他連結財務諸表作成のための重要な事項

同左

５　連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項

　連結子会社の資産及び負債の評価方法は、全面時価評価

法によっております。

――――――――――

６　のれんの償却に関する事項

　のれんの償却については、５年間の均等償却を行ってお

ります。

――――――――――

７　連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

　手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能

であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わ

ない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投

資からなっております。

――――――――――

　

【会計処理の変更】

前連結会計年度
（自　平成21年10月１日
至　平成22年９月30日）

当連結会計年度
（自　平成22年10月１日
至　平成23年９月30日）

―――――――――― （資産除去債務に関する会計基準の適用）

  当連結会計年度より、「資産除去債務に関する会計基

準」（企業会計基準第18号　平成20年３月31日）及び「資

産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準

適用指針第21号　平成20年３月31日）を適用しております。

  これにより、営業利益、経常利益はそれぞれ836千円、税金

等調整前当期純利益は1,504千円減少しております。　
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【表示方法の変更】

前連結会計年度
（自　平成21年10月１日
至　平成22年９月30日）

当連結会計年度
（自　平成22年10月１日
至　平成23年９月30日）

―――――――――― （連結損益計算書関係）

  当連結会計年度より、「連結財務諸表に関する会計基

準」（企業会計基準第22号 平成20年12月26日）に基づき、

「財務諸表等規則等の一部を改正する内閣府令」（平成21

年３月24日 内閣府令第５号）を適用し、「少数株主損益調

整前当期純利益」の科目で表示しております。　

　

【追加情報】

前連結会計年度
（自　平成21年10月１日
至　平成22年９月30日）

当連結会計年度
（自　平成22年10月１日
至　平成23年９月30日）

（貸倒引当金繰入額）

　前連結会計年度までの計上区分について、関係会社への貸

倒懸念債権にかかる貸倒引当金繰入額を特別損失として処

理しておりましたが、当連結会計年度より、その発生の経常

性に鑑み、営業外費用として処理することといたしました。

この結果、従来の方法によった場合と比較して、経常利益が

7,659千円減少しております。

(有形固定資産の耐用年数の変更)

 当社の事業用定期借地権上の建物については、従来、他の

減価償却資産と同様法人税法の規定に基づく耐用年数によ

り償却を行っておりましたが、第１四半期連結会計期間よ

り借地契約期間で償却を行うことといたしました。これは、

建物等の耐用年数を当該借地契約期間とすることで、より

合理的な期間損益計算を行い、財政状態の健全化を図るた

めのものであります。

　この結果、従来の方法によった場合と比較して、営業利

益、経常利益がそれぞれ1,700千円減少しております。 

　

(販売用不動産の評価方法の変更)

　販売用不動産のうち、賃貸中のものについては、有形固定

資産に準じて減価償却を行うことといたしました。これは、

費用収益を対応させ、経営成績をより適正に表示するため

に行うものであります。

　この結果、従来の方法によった場合と比較して、営業利益

が1,838千円減少しております。 

　

(包括利益の表示に関する会計基準) 

　当連結会計年度より、「包括利益の表示に関する会計基

準」（企業会計基準第25号 平成22年６月30日）を適用し

ております。ただし、「その他の包括利益累計額」及び「そ

の他の包括利益累計額合計」の前連結会計年度の金額は、

「評価・換算差額等」及び「評価・換算差額等合計」の金

額を記載しております。
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【注記事項】

（連結貸借対照表関係）

前連結会計年度
（平成22年９月30日）

当連結会計年度
（平成23年９月30日）

※１　非連結子会社及び関連会社に対するものは、次のとお

りであります。

※１　非連結子会社及び関連会社に対するものは、次のとお

りであります。

投資有価証券（株式） 0千円

投資有価証券（出資金） 1,461千円

投資有価証券（株式） 0千円

投資有価証券（出資金） 0千円

※２　担保資産及び担保付債務

　担保に供している資産は次のとおりであります。

※２　担保資産及び担保付債務

　担保に供している資産は次のとおりであります。

仕掛販売用不動産 239,855千円

販売用不動産 99,632千円

その他（投資その他の資産） 15,000千円

仕掛販売用不動産 516,978千円

販売用不動産 472,661千円

その他（投資その他の資産） 15,000千円

　担保付債務は次のとおりであります。 　担保付債務は次のとおりであります。

１年内返済予定の長期借入金 73,000千円

長期借入金 193,076千円

短期借入金 69,000千円

１年内返済予定の長期借入金 3,000千円

長期借入金 649,500千円

　

（連結損益計算書関係）

前連結会計年度
（自　平成21年10月１日
至　平成22年９月30日）

当連結会計年度
（自　平成22年10月１日
至　平成23年９月30日）

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費用及び金額は

次のとおりであります。

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費用及び金額は

次のとおりであります。

役員報酬 62,250千円

給料手当 106,329千円

支払手数料 60,139千円

貸倒引当金繰入 25千円

役員報酬 73,086千円

給料手当 75,837千円

支払手数料 80,956千円

貸倒引当金繰入 207千円

※２　固定資産売却損の内容は、次のとおりであります。 ※２　固定資産除却損の内容は、次のとおりであります。

工具、器具及び備品 8千円 建物 4,263千円

機械装置 464千円

工具、器具及び備品 351千円

※３　通常の販売目的で保有する棚卸資産の収益性の低下

による簿価切下額

　３　　　　　　――――――――――

売上原価 1,089千円 　     

　

（連結包括利益計算書関係）

当連結会計年度（自　平成22年10月１日　至　平成23年９月30日）

※１　当連結会計年度の直前連結会計年度における包括利益

親会社株主に係る包括利益 74,515千円

少数株主に係る包括利益 △258

計 74,256

　

※２　当連結会計年度の直前連結会計年度におけるその他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △507千円

計 △507
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（連結株主資本等変動計算書関係）

前連結会計年度（自　平成21年10月１日　至　平成22年９月30日）

１　発行済株式の種類及び総数に関する事項

　
前連結会計年度末
株式数（株）

当連結会計年度
増加株式数（株）

当連結会計年度
減少株式数（株）

当連結会計年度末
株式数（株）

普通株式 28,404 1,008 － 29,412

（変動事由の概要）

増加数の内訳は、次のとおりであります。

新株予約権の行使による増加　　　　　　　　　　　1,008株

　

２　自己株式の種類及び株式数に関する事項

　
前連結会計年度末
株式数（株）

当連結会計年度
増加株式数（株）

当連結会計年度
減少株式数（株）

当連結会計度末
株式数（株）

普通株式 2,696 500 － 3,196

（変動事由の概要）

普通株式の株式数の増加500株は、取締役会決議に基づく自己株式の取得による増加であります。

　

３　新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

　該当する事項はありません。　

　

４　配当に関する事項

(1）配当金支払額

　該当する事項はありません。

　

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

平成22年12月22日

定時株主総会
普通株式 利益剰余金 22,807 870平成22年９月30日平成22年12月24日
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当連結会計年度（自　平成22年10月１日　至　平成23年９月30日）

１　発行済株式の種類及び総数に関する事項

　
前連結会計年度末
株式数（株）

当連結会計年度
増加株式数（株）

当連結会計年度
減少株式数（株）

当連結会計年度末
株式数（株）

普通株式 29,412 － － 29,412

　

２　自己株式の種類及び株式数に関する事項

　
前連結会計年度末
株式数（株）

当連結会計年度
増加株式数（株）

当連結会計年度
減少株式数（株）

当連結会計度末
株式数（株）

普通株式 3,196 482 － 3,678

（変動事由の概要）

普通株式の株式数の増加482株は、取締役会決議に基づく自己株式の取得による増加であります。

　

３　新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

　該当する事項はありません。

　

４　配当に関する事項

(1）配当金支払額

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

平成22年12月22日

定時株主総会
普通株式 利益剰余金 22,807 870平成22年９月30日平成22年12月24日

　

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

平成23年12月21日

定時株主総会
普通株式 利益剰余金 7,720 300平成23年９月30日平成23年12月22日
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（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前連結会計年度
（自　平成21年10月１日
至　平成22年９月30日）

当連結会計年度
（自　平成22年10月１日
至　平成23年９月30日）

※１　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲載されている科目の金額との関係

（平成22年９月30日現在）

※１　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲載されている科目の金額との関係

（平成23年９月30日現在）

現金及び預金 959,208千円

預け金（流動資産その他） 752千円

現金及び現金同等物 959,961千円

現金及び預金 822,891千円

預け金（流動資産その他） 2,697千円

現金及び現金同等物 825,589千円

※２　株式の売却により連結子会社でなくなった会社の資

産及び負債の主な内容

　株式会社パルマが、会社分割により設立した株式会社

パルマSVCの株式を売却したことに伴う売却時の資産

及び負債の内訳並びに株式会社パルマSVCの売却価額

と売却による収入との関係は次のとおりであります。

※２　実質支配力が無くなったため、連結子会社でなくなっ

た会社の資産及び負債の内容 

　　　馬場先門インベストメント（同）に対する実質支配力

がなくなったことに伴い、連結の対象から除外された

資産及び負債の主な内訳並びに現金及び現金同等物の

減少額の関係は次のとおりであります。

流動資産 7,500千円

固定資産 6,589千円

のれん 1,074千円

関係会社株式売却益 31,835千円

関係会社株の売却価額 47,000千円

関係会社の現金及び現金同等物 △7,472千円

差引：連結範囲の変更を伴う関係会

社株式の売却による収入 39,527千円

流動資産（除く現金及び現金同等

物） 2,405千円

固定資産　 854,612千円

流動負債 △3,768千円

固定負債 △862,755千円

純資産 277千円

差引：連結除外に伴う現金及び現金

同等物の減少額 △9,229千円

※３　実質支配力が無くなったため、連結子会社でなくなっ

た会社の資産及び負債の内容

　半蔵門インベストメント（同）に対する実質支配力

がなくなったことに伴い、連結の対象から除外された

資産及び負債の主な内訳並びに現金及び現金同等物の

減少額の関係は次のとおりであります。

　

流動資産（除く現金及び現金同等

物） 368,647千円

流動負債 △366千円

固定負債 △383,041千円

純資産 10,643千円

差引：連結除外に伴う現金及び現金

同等物の減少額 △4,116千円

　

　

（リース取引関係）

前連結会計年度
（自　平成21年10月１日
至　平成22年９月30日）

当連結会計年度
（自　平成22年10月１日
至　平成23年９月30日）

  リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引

　内容の重要性が乏しく、また契約一件当たりの金額が少額

のため記載を省略しております。

  リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引

同左
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（金融商品関係）

前連結会計年度（自　平成21年10月１日　至　平成22年９月30日）

　

（追加情報）

　当連結会計年度より、「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第10号　平成20年３月10日）及び「金融

商品の時価等の開示に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第19号　平成20年３月10日）を適用しており

ます。

　

１　金融商品の状況に関する事項

(1）金融商品に対する取組方針

　当社グループでは、主に当社において、プリンシパルインベストメント事業における不動産開発プロジェ

クトやリニューアル再販物件等の不動産プロジェクトに必要な資金を主に銀行からの借入により調達し

ております。また、一時的な余資を預金、上場有価証券等の流動性が高く随時現金化可能な金融商品により

運用しております。

　

(2）金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制

　当社グループの主たる事業であるプリンシパルインベストメント事業においては、現金決済をもって物

件の引渡しが完了するため原則として営業債権は発生しませんが、アセットマネジメント事業、セールス

プロモーション事業やアウトソーシングサービス事業においては営業債権である売掛金等が発生し、顧客

の信用リスクに晒されております。有価証券及び投資有価証券は、上場株式、満期保有目的の債券及び非連

結子会社株式であり、市場価格の変動リスク、非連結子会社の事業リスク及び財務リスクに晒されており

ます。また、非連結子会社及び当社がアセットマネジメント業務を受託している不動産特別目的会社に対

し、長期貸付を行っております。

　営業債権については取引相手ごとに期日及び残高を管理するとともに、財務状況等の悪化等による回収

懸念の早期把握や軽減を図っております。非連結子会社及び不動産特別目的会社については財務状況を継

続的に把握し、管理しております。

　有価証券及び投資有価証券については、有価証券取扱規程に、資金運用に係る権限や管理方法を定め、こ

れらに従い管理しております。また、資金運用に関する事項は定期的に取締役会に報告されております。

　営業債務である買掛金は、ほとんど１年以内の支払期日であります。

　借入金はプリンシパルインベストメント事業における不動産開発プロジェクトやリニューアル再販物件

等の不動産プロジェクトに必要な資金の調達を目的としたものであります。借入金は、変動金利であるた

め金利の変動リスクに晒されておりますが、当社管理ユニットが定期的に金利推移について管理してお

り、金利変動による負担増減の早期把握に努めております。また、当社は、管理ユニットが各ユニットから

の営業活動報告等に基づき資金繰計画を適時に作成・管理することにより流動性リスクの管理を行って

おります。

　

(3）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額が

含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用

することにより、当該価額が変動することもあります。
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２　金融商品の時価等に関する事項

　平成22年９月30日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりでありま

す。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表には含めておりません。（注２）を参

照ください。

　 （単位：千円）

　 連結貸借対照表計上額 時価 差額

(1）現金及び預金 959,208 959,208 －

(2）売掛金 25,716 25,716 －

(3）有価証券及び投資有価証券 　 　 　

その他有価証券 12,511 12,511 －

(4）長期貸付金 40,050 40,050 －

貸倒引当金（※１） △2,318 △2,318 －

　 37,732 37,732 －

(5）長期預金 15,000 15,000 －

資産計 1,050,169 1,050,169 －

(1）買掛金 2,486 2,486 －

(2）社債（※２） 20,000 19,818 181

(3）長期借入金（※２） 302,846 302,846 －

負債計 325,333 325,151 181

（※１）　長期貸付金に個別に計上している貸倒引当金を控除しております。

（※２）　１年内に期限到来の社債及び長期借入金を含めております。

　

（注１）金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項

資　産

(1）現金及び預金並びに(2）売掛金

　これらの時価については、すべて短期であるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額

によっております。

(3）有価証券及び投資有価証券

　これらの時価について、株式は取引所の価格によっており、債券は取引所の価格又は取引金融機関から提示

された価格によっております。

　また、保有目的ごとの有価証券に関する注記事項については、「有価証券関係」注記を参照ください。

(4）長期貸付金及び(5）長期預金

　これらの時価については、帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっております。なお、貸倒懸

念債権については、回収見込額等にもとづき貸倒見積高を算定しているため、時価は連結決算日における貸

借対照表価額から現在の貸倒見積高を控除した金額に近似しており、当該価額をもって時価としておりま

す。

負　債

(1）買掛金

　買掛金の時価については、短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、

当該帳簿価額によっております。

(2）社債

　社債の時価については、元利金の合計額を、新規に同様の借入を行った場合に想定される利率で割り引いた

現在価値により算定しております。

(3）長期借入金

　長期借入金の時価については、全て変動金利であり、金利が一定期間ごとに更改される条件となっているこ

とから、時価は帳簿価額にほぼ等しいと考えられるため、当該帳簿価額によっております。
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（注２）時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

　 （単位：千円）

区分 連結貸借対照表計上額

投資有価証券 　

非連結子会社株式 1,461

信用金庫出資金 100

長期預り金 749,912

　これらについては市場価格がなく、かつ、将来キャッシュフローを見積もることができず、時価を把握すること

が極めて困難と認められるため上表には含めておりません。

　

（注３）満期のある金銭債権及び有価証券の連結決算日後の償還予定額

　 （単位：千円）

　 １年以内
１年超
５年以内

５年超
10年以内

10年超

現金及び預金 959,208 － － －

売掛金 25,716 － － －

有価証券及び投資有価証券 　 　 　 　

その他有価証券のうち満期があるもの 3,000 － － 7,054

長期貸付金 3,000 37,050 － －

長期預金 － 15,000 － －

合計 990,925 52,050 － 7,054

　

（注４）社債及び長期借入金の連結決算日後の返済予定額

　連結附属明細表「社債明細表」及び「借入金等明細表」をご参照ください。
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当連結会計年度（自　平成22年10月１日　至　平成23年９月30日）

　　

１　金融商品の状況に関する事項

(1）金融商品に対する取組方針

　当社グループでは、主に当社において、プリンシパルインベストメント事業における不動産開発プロジェ

クトやリニューアル再販物件等の不動産プロジェクトに必要な資金を主に銀行からの借入により調達し

ております。また、一時的な余資を預金、上場有価証券等の流動性が高く随時現金化可能な金融商品により

運用しております。

　

(2）金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制

　当社グループの主たる事業であるプリンシパルインベストメント事業においては、現金決済をもって物

件の引渡しが完了するため原則として営業債権は発生しませんが、アセットマネジメント事業、セールス

プロモーション事業やアウトソーシングサービス事業においては営業債権である売掛金等が発生し、顧客

の信用リスクに晒されております。有価証券及び投資有価証券は、上場株式、満期保有目的の債券及び非連

結子会社株式であり、市場価格の変動リスク、非連結子会社の事業リスク及び財務リスクに晒されており

ます。また、非連結子会社及び当社がアセットマネジメント業務を受託している不動産特別目的会社に対

し、長期貸付を行っております。

　営業債権については取引相手ごとに期日及び残高を管理するとともに、財務状況等の悪化等による回収

懸念の早期把握や軽減を図っております。非連結子会社及び不動産特別目的会社については財務状況を継

続的に把握し、管理しております。

　有価証券及び投資有価証券については、有価証券取扱規程に、資金運用に係る権限や管理方法を定め、こ

れらに従い管理しております。また、資金運用に関する事項は定期的に取締役会に報告されております。

　営業債務である買掛金は、ほとんど１年以内の支払期日であります。

　借入金はプリンシパルインベストメント事業における不動産開発プロジェクトやリニューアル再販物件

等の不動産プロジェクトに必要な資金の調達を目的としたものであります。借入金は、変動金利であるた

め金利の変動リスクに晒されておりますが、当社管理ユニットが定期的に金利推移について管理してお

り、金利変動による負担増減の早期把握に努めております。また、当社は、管理ユニットが各ユニットから

の営業活動報告等に基づき資金繰計画を適時に作成・管理することにより流動性リスクの管理を行って

おります。

　

(3）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額が

含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用

することにより、当該価額が変動することもあります。
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２　金融商品の時価等に関する事項

　平成23年９月30日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりでありま

す。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表には含めておりません。（注２）を参

照ください。

　 （単位：千円）

　 連結貸借対照表計上額 時価 差額

(1）現金及び預金 822,891 822,891 －

(2）売掛金 26,428 26,428 －

(3）有価証券及び投資有価証券 　 　 　

その他有価証券 11,658 11,658 －

(4）長期貸付金 61,536 61,536 －

貸倒引当金（※１） △18,219 △18,219 －

　 43,317 43,317 －

(5）長期預金 25,000 25,000 －

資産計 929,295 929,295 －

(1）買掛金 9,121 9,121 －

(2）短期借入金 94,000 94,000 －

(3）長期借入金（※２） 702,500 702,371 128

負債計 805,621 805,492 128

（※１）　長期貸付金に個別に計上している貸倒引当金を控除しております。

（※２）　１年内に期限到来の長期借入金を含めております。

　

（注１）金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項

資　産

(1）現金及び預金並びに(2）売掛金

　これらの時価については、すべて短期であるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額

によっております。

(3）有価証券及び投資有価証券

　これらの時価について、株式は取引所の価格によっており、債券は取引所の価格又は取引金融機関から提示

された価格によっております。

　また、保有目的ごとの有価証券に関する注記事項については、「有価証券関係」注記を参照ください。

(4）長期貸付金及び(5）長期預金

　これらの時価については、帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっております。なお、貸倒懸

念債権については、回収見込額等に基づき貸倒見積高を算定しているため、時価は連結決算日における貸借

対照表価額から現在の貸倒見積高を控除した金額に近似しており、当該価額をもって時価としております。

負　債

(1）買掛金

　買掛金の時価については、短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、

当該帳簿価額によっております。

(2）短期借入金

　短期借入金の時価については、全て変動金利であり、金利が一定期間ごとに更改される条件となっているこ

とから、時価は帳簿価額にほぼ等しいと考えられるため、当該帳簿価額によっております。 
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(3）長期借入金

　長期借入金の時価のうち、固定金利の借入については、元利金の合計額を、新規に同様の借入を行った場合

に想定される利率で割り引いた現在価値により時価を算定し、変動金利の借入については、金利が一定期間

ごとに更改される条件となっていることから、時価は帳簿価額にほぼ等しいと考えられるため、当該帳簿価

額によっております。　

　

（注２）時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

　 （単位：千円）

区分 連結貸借対照表計上額

投資有価証券 　

信用金庫及び共済組合出資金 200

　これらについては市場価格がなく、かつ、将来キャッシュフローを見積もることができず、時価を把握すること

が極めて困難と認められるため上表には含めておりません。

　

（注３）満期のある金銭債権及び有価証券の連結決算日後の償還予定額

　 （単位：千円）

　 １年以内
１年超
５年以内

５年超
10年以内

10年超

現金及び預金 822,891 － － －

売掛金 26,428 － － －

有価証券及び投資有価証券 　 　 　 　

その他有価証券のうち満期があるもの 2,794 － － 6,115

長期貸付金 － 61,536 － －

長期預金 － 25,000 － －

合計 852,115 86,536 － 6,115

　

（注４）長期借入金の連結決算日後の返済予定額

　連結附属明細表「借入金等明細表」をご参照ください。
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（有価証券関係）

前連結会計年度（平成22年９月30日）

１　満期保有目的の債券（平成22年９月30日）

　該当事項はありません。

　

２　その他有価証券（平成22年９月30日）

　 （単位：千円）

区分
連結決算日における
連結貸借対照表計上額

取得原価 差額

連結貸借対照表計上額が取得原価を超

えるもの
　 　 　

株式 － － －

債券 － － －

その他 － － －

小計 － － －

連結貸借対照表計上額が取得原価を超

えないもの
　 　 　

株式 2,457 3,874 △1,417

債券 10,054 13,000 △2,945

その他 － － －

小計 12,511 16,874 △4,362

合計 12,511 16,874 △4,362

　

３　連結会計年度中に売却したその他有価証券（自　平成21年10月１日　至　平成22年９月30日）

　 （単位：千円）

区分 売却額 売却益の合計額 売却損の合計額

株式 101 30 －

債券 － － －

その他 － － －

合計 101 30 －
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当連結会計年度（平成23年９月30日）

１　満期保有目的の債券（平成23年９月30日）

　該当事項はありません。

　

２　その他有価証券（平成23年９月30日）

　 （単位：千円）

区分
連結決算日における
連結貸借対照表計上額

取得原価 差額

連結貸借対照表計上額が取得原価を超

えるもの
　 　 　

株式 － － －

債券 － － －

その他 － － －

小計 － － －

連結貸借対照表計上額が取得原価を超

えないもの
　 　 　

株式 2,748 4,299 △1,551

債券 8,909 13,000 △4,090

その他 － － －

小計 11,658 17,299 △5,641

合計 11,658 17,299 △5,641

　

３　連結会計年度中に売却したその他有価証券（自　平成22年10月１日　至　平成23年９月30日）

　 （単位：千円）

区分 売却額 売却益の合計額 売却損の合計額

株式 － － －

債券 20,718 718 －

その他 － － －

合計 20,718 718 －

　

４　当連結会計年度中の保有目的の変更（自　平成22年10月１日　至　平成23年９月30日）

 　 該当事項はありません。 　

　

５　当連結会計年度中に減損処理を行った有価証券（自　平成22年10月１日　至　平成23年９月30日） 

　　該当事項はありません。 　
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（デリバティブ関係）

前連結会計年度（自　平成21年10月１日　至　平成22年９月30日）

　当社グループは、デリバティブ取引を全く利用しておりませんので、該当事項はありません。

　

当連結会計年度（自　平成22年10月１日　至　平成23年９月30日）

　当社グループは、デリバティブ取引を全く利用しておりませんので、該当事項はありません。

　

（退職給付関係）

前連結会計年度（自　平成21年10月１日　至　平成22年９月30日）

　当社グループは退職給付制度を有しておりませんので、該当事項はありません。

　

当連結会計年度（自　平成22年10月１日　至　平成23年９月30日）

　当社グループは退職給付制度を有しておりませんので、該当事項はありません。
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（ストック・オプション等関係）

前連結会計年度（自　平成21年10月１日　至　平成22年９月30日）

１　ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況

(1）ストック・オプションの内容

会社名 株式会社ディア・ライフ

付与対象者の区分及び人数

当社取締役　　３名

当社監査役　　１名

当社従業員　　７名

ストック・オプション数　（注）１ 普通株式　　4,800株　　（注）２，３

付与日 平成18年３月15日

権利確定条件 権利確定条件は付与されておりません。

対象勤務期間 対象勤務期間の定めはありません。

権利行使期間
自　平成20年４月１日

至　平成28年１月31日

（注）１　株式数に換算して記載しております。

２　取締役１名の退任及び従業員１名の退職により、156株分の権利が喪失しております。

３　ストック・オプション数は、平成19年２月22日付株式分割（普通株式１株につき４株）及び平成19年10月１

日付（普通株式１株につき３株）による分割後の株式数に換算して記載しております。

　

(2）ストック・オプションの規模及びその変動状況

　当連結会計年度（平成22年９月期）において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オ

プションの数については、株式数に換算しております。

①　ストック・オプションの数

権利確定前　　（株） 　

前連結会計年度末 －

付与 －

失効 －

権利確定 －

未確定残 －

権利確定後　　（株） －

前連結会計年度末 4,140

権利確定 －

権利行使 1,008

失効 －

未行使残 3,132

　

②　単価情報

権利行使価格（注） 21,750円

行使時平均単価（円） －

（注）　平成19年２月５日開催の取締役会決議に基づき、平成19年２月22日付をもって普通株式１株を４株に、平成19年

８月31日開催の取締役会決議に基づき、平成19年10月１日付をもって普通株式１株を３株に分割しておりま

す。これに伴い、権利行使価格は分割後の金額で記載しております。
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当連結会計年度（自　平成22年10月１日　至　平成23年９月30日）

１　ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況

(1）ストック・オプションの内容

会社名 株式会社ディア・ライフ

付与対象者の区分及び人数

当社取締役　　３名

当社監査役　　１名

当社従業員　　７名

ストック・オプション数　（注）１ 普通株式　　4,800株　　（注）２　

付与日 平成18年３月15日

権利確定条件 権利確定条件は付与されておりません。

対象勤務期間 対象勤務期間の定めはありません。

権利行使期間
自　平成20年４月１日

至　平成28年１月31日

（注）１　株式数に換算して記載しております。

２　ストック・オプション数は、平成19年２月22日付株式分割（普通株式１株につき４株）及び平成19年10月１

日付（普通株式１株につき３株）による分割後の株式数に換算して記載しております。

　

(2）ストック・オプションの規模及びその変動状況

　当連結会計年度（平成23年９月期）において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オ

プションの数については、株式数に換算しております。

①　ストック・オプションの数

権利確定前　　（株） 　

前連結会計年度末 －

付与 －

失効 －

権利確定 －

未確定残 －

権利確定後　　（株） －

前連結会計年度末 3,132

権利確定 －

権利行使 －

失効 －

未行使残 3,132

　

②　単価情報

権利行使価格（注） 21,750円

行使時平均単価（円） －

（注）　平成19年２月５日開催の取締役会決議に基づき、平成19年２月22日付をもって普通株式１株を４株に、平成19年

８月31日開催の取締役会決議に基づき、平成19年10月１日付をもって普通株式１株を３株に分割しておりま

す。これに伴い、権利行使価格は分割後の金額で記載しております。
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（税効果会計関係）

前連結会計年度
（平成22年９月30日）

当連結会計年度
（平成23年９月30日）

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳

（繰延税金資産） 　

未実現利益消去 2,914千円

貸倒引当金 16,207千円

繰越欠損金 95,845千円

減価償却超過額 5,111千円

その他有価証券評価差額金 951千円

前受保証料 24,997千円

その他 4,452千円

評価性引当額 △147,563千円

繰延税金資産合計 2,914千円

（繰延税金資産） 　

貸倒引当金 9,538千円

繰越欠損金 89,069千円

減価償却超過額 1,579千円

その他有価証券評価差額金 193千円

前受保証料 37,869千円

その他 9,776千円

評価性引当額 △108,794千円

繰延税金資産合計 39,230千円

（繰延税金負債） 　

資産除去債務 △2,614千円

繰延税金負債合計 △2,614千円

繰延税金資産純額 36,616千円

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との差異の原因となった主な項目別の内訳

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率 40.7％

（調整） 　

住民税均等割等 1.0〃

法人税等還付税額 △1.5〃

評価性引当額の増減 △38.1〃

その他 △2.6〃

税効果会計適用後の法人税等の負担率 △0.5％

　

法定実効税率 40.7％

（調整） 　

住民税均等割等 7.3〃

評価性引当額の増減 △418.6〃

持分法による投資損失 143.9〃

のれん償却額 10.2〃

その他 9.2〃

税効果会計適用後の法人税等の負担率 △207.3％

３　決算日後法人税率の変更

　「経済社会の構造の変化に対応した税制の構築を図る

ための所得税法等の一部を改正する法律」（平成23年

法律第114号）及び「東日本大震災からの復興のための

施策を実施するために必要な財源の確保に関する特別

措置法」（平成23年法律第117号）が平成23年12月２日

に公布され、平成24年４月１日以後に開始する事業年度

から法人税率が変更されることにより、平成25年９月期

から平成27年９月期の連結会計年度における繰延税金

資産及び繰延税金負債を計算する法定実効税率は

40.69％から38.01％に、平成28年９月期以降の連結会計

年度における繰延税金資産及び繰延税金負債を計算す

る法定実効税率は35.64％に変更となります。

　この法定実効税率の変動による当連結会計年度末の繰

延税金資産及び繰延税金負債の再計算差額は軽微であ

ります。
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（企業結合等関係）

前連結会計年度（自　平成21年10月１日　至　平成22年９月30日）

（事業分離） 

１．分離先企業の名称、分離した事業の内容、事業分離を行った主な理由、事業分離日及び法的形式を含む事業

分離の概要

(1) 分離先企業の名称

  　 株式会社パルマSVC 

(2) 分離した事業の内容

  　 アウトソーシングサービス事業（給与日前給料希望日払いサービス事業）

(3) 事業分離を行った主な理由

     当社の連結子会社である株式会社パルマのビジネスフィールド及び戦略の異なる２事業（トランク

ルーム等保管サービス事業者向け入金管理・滞納保証サービス、給与日前給料希望日払いサービス）の事

業体制を見直し、それぞれの事業領域に合わせた的確な戦略に基づく事業を推進していくことで、経営資

源の最適化を図れ、それぞれの事業の拡大をより一層加速させることができると判断したため、平成21年

12月16日に給与日前給料希望日払いサービス事業を会社分割し、同日に新たに設立いたしました株式会社

パルマSVCに承継しました。

    なお、平成21年12月25日及び平成22年４月26日に、株式会社パルマSVCの全株式を株式会社Y's＆partners

に譲渡いたしました。

(4) 事業分離日

　　 平成22年12月16日

(5) 法的形式を含む事業分離の概要

　　 受取対価を現金等の財産のみとする事業譲渡

　

２．実施した会計処理の概要

(1) 移転損益の金額

  　 31,835千円

(2) 移転した事業に係る資産及び負債の適正な帳簿価額並びにその主な内訳　

資産 負債
項目 帳簿価額（千円） 項目 帳簿価額（千円）

流動資産 7,500 流動負債 －

固定資産 6,589 固定負債 －

合計 14,089 合計 －

３．当該連結会計年度の連結損益計算書に計上されている分離した事業に係る損益の概算額

売上高                     7,029千円

営業損失                   1,039千円 　
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当連結会計年度（自　平成22年10月１日　至　平成23年９月30日）

　共通支配下の取引等

　

 当社と子会社の合併

 １．被取得企業の名称及びその事業の内容、企業結合を行った理由、企業結合の法的形式

　  (1）被取得企業

  名称　　　　　清水門インベストメント合同会社（当社の100％子会社）

  事業の内容    不動産の売買、賃貸借及び管理、有価証券の投資運用 

  (2）企業結合を行った主な理由 

当社グループにおける経営の効率化や意思決定の迅速化を推進するため、連結子会社株式会社パルマ

の投資会社である清水門インベストメント合同会社を吸収合併いたしました。

  (3）企業結合日 

  平成22年10月１日 

  (4）企業結合の法的形式 

当社を存続会社、清水門インベストメント合同会社を消滅会社とする吸収合併であります。なお、合併

による新株式の発行及び資本金の増加、並びに合併交付金の支払はありません。 

  (5）結合後企業の名称

  株式会社ディア・ライフ 

　

  ２．実施した会計処理の概要 

「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成20年12月26日）及び「企業結合会計基準及

び事業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号　平成20年12月26日）に基づき、

共通支配下の取引として処理しております。 　

　

（資産除去債務関係）

当連結会計年度末（平成23年９月30日）

資産除去債務のうち連結貸借対照表に計上しているもの

１．当該資産除去債務の概要

  賃貸建物用土地の定期借地権契約に伴う原状回復義務等であります。   

２．当該資産除去債務の金額の算定方法

  使用見込期間を取得から賃借期間終了日まで（６年～20年）と見積り、割引率は国債の利回りを使用

して資産除去債務の金額を計算しております。
  

３．当連結会計年度における当該資産除去債務の総額の増減

期首残高（注） 6,272千円

有形固定資産の取得に伴う増加額 1,206千円

時の経過による調整額   116千円

期末残高 7,594千円

（注）当連結会計年度より「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第18号  平成20年３月31

日）及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号  平成20

年３月31日）を適用したことによる期首時点における残高であります。
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（賃貸等不動産関係）

前連結会計年度（自　平成21年10月１日　至　平成22年９月30日）

（追加情報）

　当連結会計年度から「賃貸等不動産の時価等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第20号　平成20年11

月28日）及び「賃貸等不動産の時価等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第23号　

平成20年11月28日）を適用しております。

　

　当社及び一部の子会社では、東京都その他の地域において、賃貸用の商業ビル（土地を含む。）を有しており

ます。平成22年９月期における当該賃貸等不動産に関する賃貸損益は13,707千円（賃貸収益は売上高に、主な

賃貸費用は売上原価に計上）であります。

　賃貸等不動産の連結貸借対照表計上額及び当連結会計年度における主な変動並びに連結決算日における時価

及び当該時価の算定方法は以下のとおりであります。

　 （単位：千円）

連結貸借対照表計上額
連結決算日における時価

前連結会計年度末残高 当連結会計年度増減額 当連結会計年度末残高

920,341 △7,375 912,965 418,994

（注）１　連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額であります。

２　主な変動

増加は、賃貸用商業ビルのリニューアル 　6,590千円

減少は、賃貸用商業ビルの減価償却　　　13,965千円

３　時価の算定方法

社外の不動産鑑定士による不動産鑑定評価及び固定資産税評価額に基づく金額であります。

　

当連結会計年度（自　平成22年10月１日　至　平成23年９月30日）　

　当社及び一部の子会社では、東京都において、賃貸用の商業ビルを有しております。平成23年９月期における

当該賃貸等不動産に関する賃貸損益は7,749千円（賃貸収益は売上高に、主な賃貸費用は売上原価に計上）で

あります。

　賃貸等不動産の連結貸借対照表計上額及び当連結会計年度における主な変動並びに連結決算日における時価

及び当該時価の算定方法は以下のとおりであります。

　 （単位：千円）

連結貸借対照表計上額
連結決算日における時価

前連結会計年度末残高 当連結会計年度増減額 当連結会計年度末残高

912,965 △847,446 65,519 28,994

（注）１　連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額であります。

２　主な変動

増加は、資産除去債務の計上によるもの　　6,488千円

減少は、賃貸用商業ビルの減価償却　　　　7,672千円

　　　　連結範囲除外によるもの　　　  847,488千円　

３　時価の算定方法

固定資産税評価額に基づく金額であります。
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（セグメント情報等）

【事業の種類別セグメント情報】

前連結会計年度（自　平成21年10月１日　至　平成22年９月30日）

　

プリンシパ
ルインベス
トメント事
業（千円）

アセットマ
ネジメント
事業
（千円）

セールスプ
ロモーショ
ン事業
（千円）

アウトソー
シングサー
ビス事業
（千円）

計
（千円）

消去又は全
社（千円）

連結
（千円）

Ⅰ　売上高及び営業損益 　 　 　 　 　 　 　

売上高 　 　 　 　 　 　 　

(1）外部顧客に対する

売上高
887,05854,294136,036209,8661,287,256 － 1,287,256

(2）セグメント間の内

部売上高又は振替

高

－ 18,398 5,645 30 24,073△24,073 －

計 887,05872,692141,681209,8961,311,329△24,0731,287,256

営業費用 767,90569,027136,237169,1941,142,364108,1581,250,522

営業利益又は営業損

失（△）
119,1533,664 5,444 40,702168,964△132,23136,733

Ⅱ　資産、減価償却費及び

資本的支出
　 　 　 　 　 　 　

資産 1,336,16040,30533,329207,6961,617,492835,2872,452,780

減価償却費 14,668 － － 3,498 18,166 2,428 20,595

資本的支出 9,503 － － 19,69529,199 3,637 32,836

（注）１　事業の区分は、内部管理上採用している区分によっております。

２　各区分の主な事業内容

(1）プリンシパルインベストメント事業・・・・・・開発用不動産の仕入、開発及び売却

(2）アセットマネジメント事業・・・・・・・・・・アセットマネジメント、不動産仲介

(3）セールスプロモーション事業・・・・・・・・・人材派遣

(4）アウトソーシングサービス事業・・・・・・・・保管サービス事業者向け入金管理・滞納保証業務

３　営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は、125,144千円であり、その主なもの

は、当社の管理部門に係る費用であります。

４　資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全資産は、835,287千円であり、その主なものは、当社の余剰資金

（現金及び預金）及び管理部門に係る資産等であります。

　

【所在地別セグメント情報】

前連結会計年度（自　平成21年10月１日　至　平成22年９月30日）

　当連結会計年度において、本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在外支店がないため、該当事項

はありません。

　

【海外売上高】

前連結会計年度（自　平成21年10月１日　至　平成22年９月30日）

　当連結会計年度において、海外売上高がないため、該当事項はありません。
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【セグメント情報】

当連結会計年度（自  平成22年10月１日  至  平成23年９月30日）

１．報告セグメントの概要

当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、

経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものでありま

す。　

当社は、サービス別のセグメントから構成されており、不動産開発や不動産売買を行う「プリンシパル

インベストメント事業」、SPC等向け運用管理や不動産仲介等のソリューション業務を行う「アセットマ

ネジメント事業」、不動産業界を中心とした販売業務や事務支援要員の派遣を行う「セールスプロモー

ション事業」、レンタル収納サービス事業者向け入金管理・滞納保証サービスを行う「アウトソーシング

サービス事業」の４つを報告セグメントとしております。

　　

２．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産その他の項目の金額の算定方法

報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要

な事項」における記載と同一であります。報告セグメントの利益は、営業利益ベースの数値でありま

す。セグメント間の内部収益及び振替高は市場価格を参考にして算定しております。

　　

３．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産その他の項目の金額に関する情報

前連結会計年度（自 平成21年10月１日 至 平成22年９月30日）　　　　　　　 

　（単位：千円） 

 

プリンシパルイ

ンベストメント

事業

　
（千円）　

アセットマネジ

メント事業

　

（千円）　

セールスプロ

モーション事業

　

（千円）　

アウトソーシン

グサービス事業

　

（千円）　

計
（千円）　

売上高      

外部顧客への売上高 887,05854,294136,036209,8661,287,256
セグメント間の内部売上高
又は振替高

    - 18,398 5,645     30 24,073

計 887,05872,692141,681209,8961,311,329

セグメント利益 119,1533,664 5,444 40,702168,964

セグメント資産 1,336,16040,30533,329207,6961,617,492

その他の項目　　 　 　 　 　 　

減価償却費　　 14,668　 －　 －　 3,498　 18,166　

のれんの償却額　 －　 －　 －　 2,108　 2,108　

持分法による投資利益 －　 3,875　 －　 －　 3,875　

特別利益     　     　     　     　     　

　関係会社株式売却益 －　 －　 －　 31,835　 31,835　

　その他 －　 1,261　 －　 －　 1,261　

特別損失　     　     　     　     　     　

　関係会社株式評価損　 7,999　 －　 －　 －　 7,999　

　関係会社出資金評価損　 －　 34　 1,538　 －　 1,573　

有形固定資産及び無形固定資

産の増加額　
9,503　 －　 －　 19,695　 29,199　
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当連結会計年度（自 平成22年10月１日 至 平成23年９月30日）　　　　　　　 

　（単位：千円） 

 

プリンシパルイ

ンベストメント

事業

　
（千円）　

アセットマネジ

メント事業

　

（千円）　

セールスプロ

モーション事業

　

（千円）　

アウトソーシン

グサービス事業

　

（千円）　

計
（千円）　

売上高      

外部顧客への売上高 1,009,31346,17378,321249,5021,383,311
セグメント間の内部売上高
又は振替高

    - 11,16110,728    19 21,909

計 1,009,31357,33489,049249,5221,405,220

セグメント利益 97,13317,682 1,404 32,716148,937

セグメント資産 1,116,68348,19944,951336,7421,546,577

その他の項目　　 　 　 　 　 　

減価償却費　　 10,532　 －　 388　 7,019　 17,941　

のれんの償却額　 －　 －　 －　 2,048　 2,048　

持分法による投資損失 －　 28,918　 －　 －　 28,918　

特別利益 　 　     　     　     　

　貸倒引当金戻入額 －　 4,415　 －　 －　 4,415　

特別損失     　     　     　     　     　

　関係会社出資金評価損　 －　 －　 1,461　 －　 1,461　

有形固定資産及び無形固定資

産の増加額　
29,301　 －　 －　 12,254　 41,555　

　　

４．報告セグメント合計額と連結財務諸表計上額との差額及び当該差額の主な内容（差異調整に関する事

項）　

　 　　　 　　　（単位：千円）

売上高 前連結会計年度 当連結会計年度

報告セグメント計 1,311,329 1,405,220

セグメント間取引消去 △24,073 △21,909

連結損益計算書の売上高 1,287,256 1,383,311

　

　 　　　 　　　（単位：千円）

利益 前連結会計年度 当連結会計年度

報告セグメント計 168,964 148,937

セグメント間取引消去 △7,087 11,910

全社費用（注） △125,144 △114,980

連結損益計算書の営業利益 36,733 45,868

　（注）全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない当社の管理部門に係る費用であります。　　
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　　　 　　　（単位：千円）

資産 前連結会計年度 当連結会計年度

報告セグメント計 1,617,492 1,546,577

セグメント間取引消去 △7,011 △1,344

全社資産（注） 842,298 679,724

連結貸借対照表の資産合計 2,452,780 2,224,957

　（注）全社資産は、主に当社の余剰資金（現金及び預金）及び管理部門に係る資産等であります。

　

　　　 　　　（単位：千円）

その他の項目
　

報告セグメント計 調整額 連結財務諸表計上額

前連結会
計年度

当連結会

計年度

前連結会
計年度

当連結会

計年度

前連結会
計年度

当連結会

計年度

減価償却費 18,16617,9412,4281,64320,59519,584

のれんの償却額 2,1082,048 － － 2,1082,048

持分法による投資利益 3,875 － － － 3,875 －

持分法による投資損失 － 28,918 － － － 28,918

特別利益                         

　関係会社株式売却益 31,835 － － － 31,835 －

　貸倒引当金戻入額 － 4,415 － 0 － 4,416

　その他 1,261 － － － 1,261 －

特別損失                         

　関係会社株式評価損 7,999 － － － 7,999 －

　関係会社出資金評価損 1,5731,461 － － 1,5731,461

有形固定資産及び無形固定資

産の増加額
29,19941,5553,6376,40632,83647,962

（注）調整額は、主に本社の減価償却費及び設備投資額であります。　

　

（追加情報）

当連結会計年度より「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号　平成21年３月

27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20号　平成

20年３月31日）を適用しております。　
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【関連情報】

前連結会計年度（自  平成21年10月１日  至  平成22年９月30日）

１．製品及びサービスごとの情報

製品及びサービスの区分が報告セグメント区分と同一であるため、記載を省略しております。　

　　　

２．地域ごとの情報

(1）売上高

本邦以外の外部顧客への売上高がないため、該当事項はありません。　

(2）有形固定資産

本邦に所在している有形固定資産がないため、該当事項はありません。　　

　

３．主要な顧客ごとの情報

（単位：千円）
顧客の名称又は氏名 売上高 関連するセグメント名

㈱ジーエー管理サービス 218,208プリンシパルインベストメント事業
スター・マイカ㈱　 183,349　プリンシパルインベストメント事業　

　

当連結会計年度（自  平成22年10月１日  至  平成23年９月30日）

１．製品及びサービスごとの情報

製品及びサービスの区分が報告セグメント区分と同一であるため、記載を省略しております。　　　

　

２．地域ごとの情報

(1）売上高

本邦の外部顧客への売上高がないため、該当事項はありません。　

(2）有形固定資産

本邦に所在している有形固定資産の金額がないため、該当事項はありません。　　

　

３．主要な顧客ごとの情報

（単位：千円）
顧客の名称又は氏名 売上高 関連するセグメント名

ブロードレジデンシャルインベスト
メント㈱

425,607プリンシパルインベストメント事業
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【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

前連結会計年度（自  平成21年10月１日  至  平成22年９月30日）

　該当事項はありません。

　

当連結会計年度（自  平成22年10月１日  至  平成23年９月30日）

　該当事項はありません。

　

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

前連結会計年度（自  平成21年10月１日  至  平成22年９月30日）

（単位：千円）

 

プリンシパ
ルインベス
トメント事
業

アセットマ
ネジメント
事業

セールスプ
ロモーショ
ン事業

アウトソー
シングサー
ビス事業

全社・消去 合計

当期末残高 － － － 7,683 － 7,683
（注）のれんの償却額に関しては、セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略してお

ります。　

　

当連結会計年度（自  平成22年10月１日  至  平成23年９月30日）

（単位：千円）

 

プリンシパ
ルインベス
トメント事
業

アセットマ
ネジメント
事業

セールスプ
ロモーショ
ン事業

アウトソー
シングサー
ビス事業

全社・消去 合計

当期末残高 － － － 5,634 － 5,634
（注）のれんの償却額に関しては、セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略してお

ります。　

　　

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

当連結会計年度（自  平成21年10月１日  至  平成22年９月30日）

　該当事項はありません。

　

前連結会計年度（自  平成22年10月１日  至  平成23年９月30日）

　該当事項はありません。　
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【関連当事者情報】

前連結会計年度（自　平成21年10月１日　至　平成22年９月30日）

１　関連当事者との取引

　該当事項はありません。

　

２　親会社又は重要な関連会社に関する注記

(1）親会社情報

　該当事項はありません。

　

(2）重要な関連会社の要約財務情報

　当連結会計年度において、重要な関連会社である、半蔵門インベストメント（同）及び㈲北の丸リアルエ

ステートを含む、すべての持分法適用会社（４社）の要約財務情報は以下のとおりであります。

　 （千円）

流動資産合計 110,580

固定資産合計 892,414

　 　

流動負債合計 27,211

固定負債合計 1,055,628

　 　

純資産合計 △79,845

　 　

売上高 133,376

税引前当期純利益 56,676

当期純利益 56,126

　

当連結会計年度（自　平成22年10月１日　至　平成23年９月30日）

１　関連当事者との取引

連結財務諸表提出会社の非連結子会社及び関連会社等

種類
会社等の名
称又は氏名

所在地
資本金又
は出資金
（千円）

事業の内容
又は職業

議決権等の
所有（被所
有）割合
（％）

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
（千円）

科目
期末残高
（千円）

非連結
子会社

(同)ディア
・キッズ

東京都
千代田区

3,000飲食業
（所有）
 直接  100.0

資金の援助 金銭の貸付 －
関係会社
長期貸付金

23,000

（注）1.　上記金額のうち、取引金額及び期末残高には消費税等は含まれておりません。

　　　2.　金銭の貸付については、市場金利を勘案して利率を合理的に決定しております。なお、担保は受け入れ

ておりません。

 　　 3.　上記金額に対し、当事業年度において6,884千円の貸倒引当金繰入額を計上しております。

　

２　親会社又は重要な関連会社に関する注記

(1）親会社情報

　該当事項はありません。
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(2）重要な関連会社の要約財務情報

　当連結会計年度において、重要な関連会社である、半蔵門インベストメント（同）及び馬場先門インベス

トメント（同）を含む、すべての持分法適用会社（３社）の要約財務情報は以下のとおりであります。

　 （千円）

流動資産合計 130,963

固定資産合計 －

　 　

流動負債合計 24,466

固定負債合計 212,088

　 　

純資産合計 △105,590

　 　

売上高 169,314

税引前当期純利益 △81,430

当期純利益 △81,727
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（１株当たり情報）

前連結会計年度
（自　平成21年10月１日
至　平成22年９月30日）

当連結会計年度
（自　平成22年10月１日
至　平成23年９月30日）

１株当たり純資産額 44,734円14銭

１株当たり当期純利益 2,885円28銭

１株当たり純資産額 45,185円24銭

１株当たり当期純利益 977円80銭

　潜在株式調整後１株当たり当期純利益は、希薄化効果を有

している潜在株式がないため記載しておりません。

潜在株式調整後１株当たり当

期純利益金額
948円30銭　

（注）　算定上の基礎は、以下のとおりであります。

１　１株当たり純資産額

項目
前連結会計年度末
（平成22年９月30日）

当連結会計年度末
（平成23年９月30日）

連結貸借対照表の純資産の部の合計額（千円） 1,173,067 1,162,797

連結貸借対照表の純資産の部の合計額から控除する金額

（千円）
317 －

（うち少数株主持分） (317) (－)

普通株式に係る純資産額（千円） 1,172,750 1,162,797

普通株式の発行済株式数（株） 29,412 29,412

普通株式の自己株式数（株） 3,196 3,678

１株当たり純資産額の算定に用いられた普通株式の数（株） 26,216 25,734

　

２　１株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益

項目
前連結会計年度

（自　平成21年10月１日
至　平成22年９月30日）

当連結会計年度
（自　平成22年10月１日
至　平成23年９月30日）

１株当たり当期純利益金額　　 　 　

連結損益計算書上の当期純利益（千円） 75,022 25,441

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る当期純利益（千円） 75,022 25,441

普通株式の期中平均株式数（株） 26,001 26,019

　 　 　

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額　 　 　

当期純利益調整額 － －

普通株式増加数（数） 1,008 809

（うち新株予約権にかかる増加数） － (809)

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり当期

純利益の算定に含まれなかった潜在株式の概要

新株予約権方式によるス

トックオプション

（新株予約権261個）

――――――――――
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（重要な後発事象）

　　 

前連結会計年度
（自  平成21年10月１日
至  平成22年９月30日）

当連結会計年度
（自  平成22年10月１日
至  平成23年９月30日）

重要な連結範囲の変更 

　当社は、連結子会社馬場先門インベストメント合同会社

に対し、同社保有物件の改修のための所要資金として

40,000千円融資しておりましたが、平成22年12月20日に当

該融資の全額の返済を受けたことにより、実質支配力が無

くなったため、連結の範囲から除外することとなりまし

た。

(1) 連結子会社除外の理由 

　融資返済後においても、当社は、馬場先門インベストメン

ト合同会社の50％の出資比率の持分を有し、かつ36,770千

円の貸付を行っておりますが、融資の返済を受けることに

より、馬場先門インベストメント合同会社の資金調達額に

占める当社の割合は低下することとなり、実質的にも同社

の経営に影響を与える状況にはないと判断しています。

(2) 変更による影響 

　翌連結会計年度（平成23年９月期）をもって連結の範囲

から除外する予定です。なお、同社の平成22年９月30日現

在の要約財務情報は次の通りです。

流動資産合計　　　　　　　　　　31,503千円

固定資産合計 　　　　　　　　　852,842千円

流動負債合計 　　　　　　　　　　1,830千円

固定負債合計 　　　　　　　　　801,691千円

純資産合計 　　　　　　　　　　 80,823千円

売上高                          24,702千円

営業利益                         4,471千円

経常利益                         7,676千円

当期純利益                       8,978千円

──────
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⑤【連結附属明細表】

【社債明細表】

          該当事項はありません。

　

【借入金等明細表】

区分
前期末残高
（千円）

当期末残高
（千円）

平均利率
（％）

返済期限

短期借入金 － 94,000 2.2
平成23年10月 

～平成24年８月 

１年以内に返済予定の長期借入金 73,000 10,400 1.7
平成23年10月

～平成24年９月

１年以内に返済予定のリース債務 － － － －

長期借入金（１年以内に返済予定の

ものを除く。）
229,846 692,100 2.1

平成24年10月

～平成27年７月

リース債務（１年以内に返済予定の

ものを除く。）
－ － － －

その他有利子負債 － － － －

合計 302,846 796,500 － －

（注）１　「平均利率」については、期末借入金残高に対する加重平均利率を記載しております。

２　連結決算日後５年内における１年ごとの償還予定額は次のとおりであります。

１年以内
（千円）

１年超２年以内
（千円）

２年超３年以内
（千円）

３年超４年以内
（千円）

４年超５年以内
（千円）

104,400 454,100 102,600 126,100 9,300

　

【資産除去債務明細表】

本明細表に記載すべき事項は、「注記事項(資産除去債務関係)」に記載しておりますので、本明細表の記載を

省略しております。

　

（２）【その他】

当連結会計年度における各四半期連結会計期間に係る売上高等

　
第１四半期

（自 平成22年10月１日
至 平成22年12月31日）

第２四半期
（自 平成23年１月１日
至 平成23年３月31日）

第３四半期
（自 平成23年４月１日
至 平成23年６月30日）

第４四半期
（自 平成23年７月１日
至 平成23年９月30日）

売上高 （千円） 139,842 144,104 422,343 677,020

税金等調整前四半期純利

益金額又は税金等調整前

四半期純損失金額（△）

（千円） △14,358 △43,702 23,632 42,604

四半期純利益金額又は四

半期純損失金額（△）
（千円） △16,637 △7,788 17,144 32,723

１株当たり四半期純利益

金額又は１株当たり四半

期純損失金額（△）

（円） △634.62 △297.84 661.36 1,268.93
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２【財務諸表等】
(1)【財務諸表】
①【貸借対照表】

(単位：千円)

前事業年度
(平成22年９月30日)

当事業年度
(平成23年９月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 800,752 626,225

売掛金 14,120 11,367

有価証券 3,000 2,794

販売用不動産 ※1
 109,457

※1
 490,163

仕掛販売用不動産 ※1
 260,493

※1
 516,978

前渡金 － 21,000

前払費用 2,077 3,514

未収収益 ※2
 15,093

※2
 11,731

関係会社短期貸付金 68,185 55,320

預け金 752 2,697

その他 688 1,767

貸倒引当金 △50,488 △45,219

流動資産合計 1,224,134 1,698,342

固定資産

有形固定資産

建物 68,084 77,770

減価償却累計額 △3,540 △7,925

建物（純額） 64,544 69,844

機械及び装置 － 1,619

減価償却累計額 － △202

機械及び装置（純額） － 1,416

工具、器具及び備品 7,948 28,186

減価償却累計額 △5,668 △6,790

工具、器具及び備品（純額） 2,279 21,395

有形固定資産合計 66,823 92,657

無形固定資産

ソフトウエア 726 113

その他 22 22

無形固定資産合計 749 135

投資その他の資産

投資有価証券 9,511 8,863

関係会社株式 3,000 2

出資金 － 50

関係会社出資金 6,932 0

長期預金 ※1
 15,000

※1
 25,000

関係会社長期貸付金 131,320 74,000

長期前払費用 39 3,676

差入保証金 6,780 16,904

破産更生債権等 146 －

貸倒引当金 △15,710 △29,227

投資その他の資産合計 157,019 99,269

固定資産合計 224,592 192,062

資産合計 1,448,727 1,890,404
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(単位：千円)

前事業年度
(平成22年９月30日)

当事業年度
(平成23年９月30日)

負債の部

流動負債

買掛金 2,486 9,125

短期借入金 － ※1
 69,000

1年内返済予定の長期借入金 ※1
 70,000 7,400

1年内償還予定の社債 20,000 －

未払金 4,399 13,920

未払費用 12,524 10,321

未払法人税等 1,220 1,103

前受金 12,700 7,775

前受収益 1,619 －

預り金 2,281 2,758

その他 － 253

流動負債合計 127,231 121,659

固定負債

長期借入金 ※1
 181,576

※1
 683,600

繰延税金負債 － 2,614

資産除去債務 － 7,594

その他 12,521 15,534

固定負債合計 194,097 709,343

負債合計 321,329 831,002

純資産の部

株主資本

資本金 328,475 328,475

資本剰余金

資本準備金 258,475 258,475

資本剰余金合計 258,475 258,475

利益剰余金

その他利益剰余金

繰越利益剰余金 581,931 526,521

利益剰余金合計 581,931 526,521

自己株式 △39,146 △54,545

株主資本合計 1,129,735 1,058,927

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △2,337 474

評価・換算差額等合計 △2,337 474

純資産合計 1,127,398 1,059,402

負債純資産合計 1,448,727 1,890,404
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②【損益計算書】
(単位：千円)

前事業年度
(自　平成21年10月１日
　至　平成22年９月30日)

当事業年度
(自　平成22年10月１日
　至　平成23年９月30日)

売上高

プリンシパルインベストメント事業売上高 862,356 1,001,380

アセットマネジメント事業売上高 72,692 57,334

セールスプロモーション事業売上高 141,681 89,049

売上高合計 1,076,730 1,147,764

売上原価

プリシンパルインベストメント事業売上原価 ※1
 698,945 849,892

アセットマネジメント事業売上原価 30,280 4,407

セールスプロモーション事業売上原価 114,469 68,029

売上原価合計 843,696 922,328

売上総利益 233,034 225,436

販売費及び一般管理費

役員報酬 49,809 54,796

給料手当 69,875 54,602

法定福利費 13,063 12,313

業務委託料 10,559 23,271

租税公課 13,699 12,293

支払手数料 26,164 29,413

地代家賃 10,758 7,798

減価償却費 2,428 2,032

貸倒損失 － 164

その他 30,570 26,888

販売費及び一般管理費合計 226,929 223,574

営業利益 6,105 1,861

営業外収益

受取利息 ※2
 9,383

※2
 5,838

受取配当金 122 85

有価証券売却益 18,115 39,932

投資有価証券売却益 30 －

受取出向料 ※2
 5,323

※2
 11,243

その他 1,359 2,471

営業外収益合計 34,333 59,570

営業外費用

支払利息 5,145 32,646

社債利息 628 271

投資有価証券評価損 － 3,884

貸倒引当金繰入額 13,425 45,292

その他 754 5,920

営業外費用合計 19,954 88,016

経常利益又は経常損失（△） 20,485 △26,584
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(単位：千円)

前事業年度
(自　平成21年10月１日
　至　平成22年９月30日)

当事業年度
(自　平成22年10月１日
　至　平成23年９月30日)

特別利益

関係会社清算益 1,232 －

貸倒引当金戻入額 28 4,416

移転損失引当金戻入額 4,314 －

特別利益合計 5,575 4,416

特別損失

固定資産除却損 － ※3
 2,400

関係会社債権放棄損 12,732 －

関係会社株式評価損 7,999 －

関係会社出資金評価損 2,067 4,461

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 668

特別損失合計 22,799 7,529

税引前当期純利益又は税引前当期純損失（△） 3,261 △29,697

法人税、住民税及び事業税 290 290

法人税等調整額 － 2,614

法人税等合計 290 2,904

当期純利益又は当期純損失（△） 2,971 △32,601
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【売上原価明細書】

１　プリンシパルインベストメント事業売上原価

　 　
前事業年度

（自　平成21年10月１日
至　平成22年９月30日）

当事業年度
（自　平成22年10月１日
至　平成23年９月30日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

Ⅰ　土地仕入 　 586,931 54.9 964,338 64.9
Ⅱ　建物仕入 　 392,195 36.7 177,499 11.9
Ⅲ　労務費 　 823 0.1 3,460 0.2
Ⅳ　外注費 　 15,939 1.5 207,018 13.9
Ⅴ　経費 　 73,008 6.8 134,766 9.1
プリンシパルインベストメント費用 　 1,068,897100.0 1,487,083100.0
期首販売用不動産たな卸高　 　 － 　 109,457　
期首仕掛販売用不動産たな卸高 　 － 　 260,493　
小計 　 1,068,897　 1,857,034　
期末販売用不動産たな卸高 　 110,546　 490,163　
期末仕掛販売用不動産たな卸高 　 260,493　 516,978　
棚卸資産評価損 　 1,089　 － 　
プリンシパルインベストメント事業売上
原価

　 698,945　 849,892　

　 　 　 　 　 　

（注）　原価計算の方法は、個別原価計算によっております。

　

２　アセットマネジメント事業売上原価

　 　
前事業年度

（自　平成21年10月１日
至　平成22年９月30日）

当事業年度
（自　平成22年10月１日
至　平成23年９月30日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

Ⅰ　経費 　 30,280 100.0 4,407 100.0
アセットマネジメント事業売上原価 　 30,280 100.0 4,407 100.0

　 　 　 　 　 　

　

３　セールスプロモーション事業売上原価

　 　
前事業年度

（自　平成21年10月１日
至　平成22年９月30日）

当事業年度
（自　平成22年10月１日
至　平成23年９月30日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

Ⅰ　労務費 　 106,641 93.2 62,363 91.7
Ⅱ　外注費 　 － － － －
Ⅲ　経費 　 7,829 6.8 5,666 8.3
セールスプロモーション事業売上原価 　 114,469100.0 68,029 100.0
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③【株主資本等変動計算書】
(単位：千円)

前事業年度
(自　平成21年10月１日
　至　平成22年９月30日)

当事業年度
(自　平成22年10月１日
　至　平成23年９月30日)

株主資本

資本金

前期末残高 317,513 328,475

当期変動額

新株の発行 10,962 －

当期変動額合計 10,962 －

当期末残高 328,475 328,475

資本剰余金

資本準備金

前期末残高 247,513 258,475

当期変動額

新株の発行 10,962 －

当期変動額合計 10,962 －

当期末残高 258,475 258,475

資本剰余金合計

前期末残高 247,513 258,475

当期変動額

新株の発行 10,962 －

当期変動額合計 10,962 －

当期末残高 258,475 258,475

利益剰余金

その他利益剰余金

繰越利益剰余金

前期末残高 578,960 581,931

当期変動額

剰余金の配当 － △22,807

当期純利益又は当期純損失（△） 2,971 △32,601

当期変動額合計 2,971 △55,409

当期末残高 581,931 526,521

利益剰余金合計

前期末残高 578,960 581,931

当期変動額

剰余金の配当 － △22,807

当期純利益又は当期純損失（△） 2,971 △32,601

当期変動額合計 2,971 △55,409

当期末残高 581,931 526,521

自己株式

前期末残高 △28,081 △39,146

当期変動額

自己株式の取得 △11,065 △15,398

当期変動額合計 △11,065 △15,398

当期末残高 △39,146 △54,545
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(単位：千円)

前事業年度
(自　平成21年10月１日
　至　平成22年９月30日)

当事業年度
(自　平成22年10月１日
　至　平成23年９月30日)

株主資本合計

前期末残高 1,115,905 1,129,735

当期変動額

新株の発行 21,924 －

剰余金の配当 － △22,807

当期純利益又は当期純損失（△） 2,971 △32,601

自己株式の取得 △11,065 △15,398

当期変動額合計 13,829 △70,807

当期末残高 1,129,735 1,058,927

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金

前期末残高 △1,829 △2,337

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△507 2,811

当期変動額合計 △507 2,811

当期末残高 △2,337 474

評価・換算差額等合計

前期末残高 △1,829 △2,337

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△507 2,811

当期変動額合計 △507 2,811

当期末残高 △2,337 474

純資産合計

前期末残高 1,114,076 1,127,398

当期変動額

新株の発行 21,924 －

剰余金の配当 － △22,807

当期純利益又は当期純損失（△） 2,971 △32,601

自己株式の取得 △11,065 △15,398

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △507 2,811

当期変動額合計 13,322 △67,995

当期末残高 1,127,398 1,059,402
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【重要な会計方針】

項目
前事業年度

（自　平成21年10月１日
至　平成22年９月30日）

当事業年度
（自　平成22年10月１日
至　平成23年９月30日）

１　有価証券の評価基準及び

評価方法

(1）子会社株式及び関連会社株式

　移動平均法による原価法を採用してお

ります。

(1）子会社株式及び関連会社株式

同左

　 (2）その他有価証券

＜時価のあるもの＞

　決算期末日の市場価格等に基づく時価

法を採用しております。

（評価差額は全部純資産直入法により処

理し、売却原価は移動平均法により算定

しております。）

(2）その他有価証券

同左

２　たな卸資産の評価基準及

び評価方法

仕掛販売用不動産及び販売用不動産

　個別法による原価法（収益性の低下によ

る簿価切下げの方法）を採用しておりま

す。

仕掛販売用不動産及び販売用不動産

 　　　　　　　　同左　

３　固定資産の減価償却の方

法

(1）有形固定資産

　定率法を採用しております。

　ただし、平成10年４月１日以降に取得し

た建物（建物付属設備を除く）について

は、定額法によっております。

　なお、主な耐用年数は以下のとおりであ

ります。

建物　　　　　　　　 ３～20年

工具、器具及び備品　 ３～15年

(1）有形固定資産

　定率法を採用しております。 

　ただし、建物（建物付属設備を除く）及

び事業用工具、器具及び備品については、

定額法によっております。

　なお、主な耐用年数は以下のとおりであ

ります。 

建物　　　　　　　　 ８～18年

機械及び装置　　　　　　 10年

工具、器具及び備品　 ３～15年

　 (2）無形固定資産

　定額法を採用しております。

　なお、自社利用のソフトウエアについて

は、社内における利用可能期間（５年）

に基づいております。

(2）無形固定資産

同左

４　引当金の計上基準 貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備えるため、

一般債権については貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権については個

別に回収可能性を勘案し、回収不能見込

額を計上しております。

貸倒引当金

同左

５　その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項

消費税等の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜

方式によっております。控除対象外消費税

額等については、販売費及び一般管理費に

計上しており、固定資産に係るものは長期

前払費用に計上し、５年間で均等償却を

行っております。

消費税等の会計処理

同左
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【会計処理の変更】

前事業年度
（自　平成21年10月１日
至　平成22年９月30日）

当事業年度
（自　平成22年10月１日
至　平成23年９月30日）

―――――――――― （資産除去債務に関する会計基準の適用） 

 当事業年度より、「資産除去債務に関する会計基準」

（企業会計基準第18号　平成20年３月31日）及び「資産

除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準

適用指針第21号　平成20年３月31日）を適用しておりま

す。

 これにより、営業利益は836千円減少、経常損失は836千

円、税引前当期純損失は1,504千円それぞれ増加しており

ます。　

　

【追加情報】

前事業年度
（自　平成21年10月１日
至　平成22年９月30日）

当事業年度
（自　平成22年10月１日
至　平成23年９月30日）

（貸倒引当金繰入額）

　前事業年度までの計上区分について、関係会社への貸倒懸

念債権にかかる貸倒引当金繰入額を特別損失として処理し

ておりましたが、当事業年度より、その発生の経常性に鑑

み、営業外費用として処理することといたしました。この結

果、従来の方法によった場合と比較して、経常利益が13,425

千円減少しております。

(有形固定資産の耐用年数の変更)

　当社の事業用定期借地権上の建物については、従来、他の

減価償却資産と同様法人税法の規定に基づく耐用年数によ

り償却を行っておりましたが、当事業年度より借地契約期

間で償却を行うことといたしました。これは、建物等の耐用

年数を当該借地契約期間とすることで、より合理的な期間

損益計算を行い、財政状態の健全化を図るためのものであ

ります。

　この結果、従来の方法によった場合と比較して、営業利益

が1,700千円減少し、経常損失が1,700千円増加しておりま

す。 

　

(販売用不動産の評価方法の変更)

　販売用不動産のうち、賃貸中のものについては、有形固定

資産に準じて減価償却を行うことといたしました。これは、

費用収益を対応させ、経営成績をより適正に表示するため

に行うものであります。

　この結果、従来の方法によった場合と比較して、営業利益

が1,838千円減少しております。　
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【注記事項】

（貸借対照表関係）

前事業年度
（平成22年９月30日）

当事業年度
（平成23年９月30日）

※１　担保資産及び担保付債務

　担保に供している資産は次のとおりであります。

※１　担保資産及び担保付債務

　担保に供している資産は次のとおりであります。

販売用不動産 99,632千円

仕掛販売用不動産 239,855千円

長期預金 15,000千円

販売用不動産 472,661千円

仕掛販売用不動産 516,978千円

長期預金 15,000千円

　担保付債務は次のとおりであります。 　担保付債務は次のとおりであります。

１年内返済予定の長期借入金 70,000千円

長期借入金 181,576千円

短期借入金 69,000千円

長期借入金 641,000千円

　　上記債務のほか関係会社の借入金14,500千円につい

て上記資産を担保に供しております。

  　上記債務のほか関係会社の借入金11,500千円につ

いて上記資産を担保に供しております。

※２　関係会社に対する資産及び負債 ※２　関係会社に対する資産及び負債

未収収益 15,093千円 未収収益 11,731千円

　     　３　偶発債務

　　　保証債務は次のとおりであります。

連結子会社（㈱パルマ）の借入債

務に対する債務保証

5,000千円

　 　

　

（損益計算書関係）

前事業年度
（自　平成21年10月１日
至　平成22年９月30日）

当事業年度
（自　平成22年10月１日
至　平成23年９月30日）

※１　通常の販売目的で保有するたな卸資産の収益性の低

下による簿価切下額

　１　　　　　　―――――――――― 

 

売上原価 1,089千円 　     

※２　関係会社との取引に係るものは、次のとおりでありま

す。

※２　関係会社との取引に係るものは、次のとおりでありま

す。

受取利息 8,944千円

受取出向料 5,323千円

受取利息 2,728千円

受取出向料 11,243千円

　３　　　　　　―――――――――― ※３　固定資産除却損の内容は、次のとおりであります。

建物 1,797千円

機械装置 464千円

工具、器具及び備品 138千円
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（株主資本等変動計算書関係）

前事業年度（自　平成21年10月１日　至　平成22年９月30日）

１　自己株式の種類及び株式数に関する事項

　
前事業年度末
株式数（株）

当事業年度
増加株式数（株）

当事業年度
減少株式数（株）

当事業年度末
株式数（株）

普通株式 2,696 500 － 3,196

（変動事由の概要）

普通株式の株式数の増加500株は、取締役会決議に基づく自己株式の取得による増加であります。

　

当事業年度（自　平成22年10月１日　至　平成23年９月30日）

１　自己株式の種類及び株式数に関する事項

　
前事業年度末
株式数（株）

当事業年度
増加株式数（株）

当事業年度
減少株式数（株）

当事業年度末
株式数（株）

普通株式 3,196 482 － 3,678

（変動事由の概要）

普通株式の株式数の増加482株は、取締役会決議に基づく自己株式の取得による増加であります。

　

（リース取引関係）

前事業年度
（自　平成21年10月１日
至　平成22年９月30日）

当事業年度
（自　平成22年10月１日
至　平成23年９月30日）

　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引

　内容の重要性が乏しく、また契約一件当たりの金額が少額

のため記載を省略しております。

　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引

同左

　

（有価証券関係）

前事業年度（平成22年９月30日）

（追加情報）

　当事業年度より、「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第10号　平成20年３月10日）及び「金融商品

の時価等の開示に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第19号　平成20年３月10日）を適用しておりま

す。

　

　関連会社株式（貸借対照表計上額3,000千円）、子会社出資金（貸借対照表計上額5,432千円）及び関連会社

出資金（貸借対照表計上額1,500千円）は、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められるこ

とから記載しておりません。

　

当事業年度（平成23年９月30日）

　

　関連会社株式（貸借対照表計上額2千円）及び関連会社出資金（貸借対照表計上額0千円）は、市場価格がな

く、時価を把握することが極めて困難と認められることから記載しておりません。
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（税効果会計関係）

前事業年度
（自　平成21年10月１日
至　平成22年９月30日）

当事業年度
（自　平成22年10月１日
至　平成23年９月30日）

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳

（繰延税金資産） 　

繰延税金資産（流動） 　

貸倒引当金 20,505千円

繰越欠損金 89,605千円

その他 3,611千円

評価性引当額 △113,721千円

繰延税金資産合計 －

繰延税金資産（固定） 　

貸倒引当金 6,393千円

その他有価証券評価差額金 951千円

その他 841千円

評価性引当額 △8,185千円

繰延税金資産合計 －

（繰延税金資産） 　

繰延税金資産（流動） 　

貸倒引当金 18,399千円

繰越欠損金 89,069千円

その他 7,027千円

評価性引当額 △114,495千円

繰延税金資産合計 －

繰延税金資産（固定） 　

貸倒引当金 11,892千円

その他有価証券評価差額金 193千円

その他 5,188千円

評価性引当額 △17,273千円

繰延税金資産合計 －

（繰延税金負債）　 　

繰延税金負債（固定）　 　

資産除去債務　 △2,614

繰延税金負債合計　 △2,614

繰延税金負債純額　 △2,614

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との差異の原因となった主な項目別の内訳

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との差異の原因となった主な項目別の内訳　　

法定実効税率 40.7％

（調整） 　

交際費等永久に損金に算入されない項目 9.0〃

受取配当金等永久に益金に算入されない

項目

△1.5〃

　

住民税均等割等 8.9〃

評価性引当額の増減 △193.3〃

関係会社債権放棄損 147.8〃

その他 △2.7〃

税効果会計適用後の法人税等の負担率 8.9％

　

　当事業年度は、税引前当期純損失を計上しているた

め、差異原因の項目別内訳の記載を省略しております。

３　決算日後法人税率の変更

　「経済社会の構造の変化に対応した税制の構築を図

るための所得税法等の一部を改正する法律」（平成23

年法律第114号）及び「東日本大震災からの復興のた

めの施策を実施するために必要な財源の確保に関する

特別措置法」（平成23年法律第117号）が平成23年12

月２日に公布され、平成24年４月１日以後に開始する

事業年度から法人税率が変更されることにより、平成

25年９月期から平成27年９月期の事業年度における繰

延税金資産及び繰延税金負債を計算する法定実効税率

は40.69％から38.01％に、平成28年９月期以降の事業

年度における繰延税金資産及び繰延税金負債を計算す

る法定実効税率は35.64％に変更となります。 

　この法定実効税率の変動による当事業年度末の繰延

税金負債の再計算差額は軽微であります。 　
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（企業結合等関係）

前事業年度（自　平成21年10月１日　至　平成22年９月30日）

　該当事項はありません。

　

当事業年度（自　平成22年10月１日　至　平成23年９月30日）

共通支配下の取引等 

　  　連結財務諸表の注記事項（企業結合等関係）における記載内容と同一であるため記載しておりません。

  

（資産除去債務関係）

当事業年度末（平成23年９月30日）

資産除去債務のうち貸借対照表に計上しているもの

１．当該資産除去債務の概要

  賃貸建物用土地の定期借地権契約に伴う原状回復義務等であります。   

２．当該資産除去債務の金額の算定方法

  使用見込期間を取得から賃借期間終了日まで（６年～20年）と見積り、割引率は国債の利回りを使用

して資産除去債務の金額を計算しております。
  

３．当事業年度における当該資産除去債務の総額の増減

期首残高（注） 6,272千円

有形固定資産の取得に伴う増加額 1,206千円

時の経過による調整額 　116千円

期末残高 7,594千円

（注）当事業年度より「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第18号  平成20年３月31日）

及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号  平成20年３

月31日）を適用したことによる期首時点における残高であります。

　

　

　

　

EDINET提出書類

株式会社ディア・ライフ(E04072)

有価証券報告書

 88/100



（１株当たり情報）

前事業年度
（自　平成21年10月１日
至　平成22年９月30日）

当事業年度
（自　平成22年10月１日
至　平成23年９月30日）

１株当たり純資産額 43,004円20銭

１株当たり当期純利益 114円27銭

１株当たり純資産額 41,167円41銭

１株当たり当期純利益 △1,252円99銭

　潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、希薄化

効果を有している潜在株式が存在しないため記載しており

ません。

　潜在株式調整後１株当たり当期純損失については、潜在株

式は存在するものの１株当たり当期純損失であるため記載

しておりません。

（注）　算定上の基礎は、以下のとおりであります。

１　１株当たり純資産額

項目
前事業年度末

（平成22年９月30日）
当事業年度末

（平成23年９月30日）

貸借対照表の純資産の部の合計額（千円） 1,127,398 1,059,402

普通株式に係る純資産額（千円） 1,127,398 1,059,402

貸借対照表の純資産の部の合計額と１株当たり純資産額の算

定に用いられた普通株式に係る事業年度末の純資産額との差

額（千円）

－ －

普通株式の発行済株式数（株） 29,412 29,412

普通株式の自己株式数（株） 3,196 3,678

１株当たり純資産額の算定に用いられた普通株式の数（株） 26,216 25,734

　

２　１株当たり当期純利益又は当期純損失及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益

項目
前事業年度

（自　平成21年10月１日
至　平成22年９月30日）

当事業年度
（自　平成22年10月１日
至　平成23年９月30日）

１株当たり当期純利益又は当期純損失　         

損益計算書上の当期純利益又は当期純損失（△）（千円） 2,971 △32,601

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る当期純利益又は当期純損失（△）（千円） 2,971 △32,601

普通株式の期中平均株式数（株） 26,001 26,019

普通株式増加数（株） 1,008 －

(うち、新株予約権にかかる増加数) － －

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり当期

純利益の算定に含まれなかった潜在株式の概要

新株予約権方式によるス

トックオプション

（新株予約権261個）

同左　

　

（重要な後発事象）

　前事業度(自　平成21年10月１日　至　平成22年９月30日) 

　　　　　　該当事項はありません。 

　

　当事業年度(自　平成22年10月１日　至　平成23年９月30日) 

　　該当事項はありません。 　
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④【附属明細表】

【有価証券明細表】

【株式】

銘柄 株式数（株）
貸借対照表計上額
（千円）

投資有価証券
その他

有価証券
㈱エフ・ジェー・ネクスト 9,100 2,748

計 9,100 2,748

　

【債券】

銘柄
券面総額
（千円）

貸借対照表計上額
（千円）

有価証券
その他

有価証券

豪ドルデュアルカレンシー債 3,000 2,794

小計 3,000 2,794

投資有価証券
その他

有価証券

ノルウェー輸出金融公社為替連動債 10,000 6,115

小計 10,000 6,115

計 13,000 8,909

　

【有形固定資産等明細表】

資産の種類
前期末残高
（千円）

当期増加額
（千円）

当期減少額
（千円）

当期末残高
（千円）

当期末減価
償却累計額
又は償却累
計額
（千円）

当期償却額
（千円）

差引当期末
残高
（千円）

有形固定資産 　 　 　 　 　 　 　

建物 68,08412,701 3,014 77,770 7,925 5,099 69,844

機械及び装置 － 2,547 928 1,619 202 666 1,416

工具、器具及び備品 7,948 20,459 221 28,186 6,790 1,205 21,395

有形固定資産計 76,03235,708 4,164107,57514,918 6,970 92,657

無形固定資産 　 　 　 　 　 　 　

ソフトウエア － － － 3,919 3,806 613 113

その他 － － － 22 － － 22

無形固定資産計 － － － 3,942 3,806 613 135

長期前払費用 198 4,074 101 4,171 494 437 3,676

（注）１．当期増加額のうち主なものは、次のとおりであります。

建物　　　　　　　　　　　資産除去債務の計上　　　　　　　　　　6,107千円

　　　　　　　　　本社事務所　　　　　　　　　　　　　　6,101千円

工具、器具及び備品　　　　レンタル収納ボックス取得　　　　　　 20,154千円　

２．無形固定資産の金額が資産総額の１％以下であるため、「前期末残高」「当期増加額」「当期減少額」の記

載を省略しております。
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【引当金明細表】

区分
前期末残高
（千円）

当期増加額
（千円）

当期減少額
（目的使用）
（千円）

当期減少額
（その他）
（千円）

当期末残高
（千円）

貸倒引当金 66,199 45,292 32,629 4,416 74,446

（注）１．貸倒引当金の「当期減少額（その他）」欄の金額は、債権回収によるもの及び洗替え処理に伴う戻入額であ

ります。
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（２）【主な資産及び負債の内容】

①　現金及び預金

区分 金額（千円）

現金 82

預金 　

普通預金 622,842

定期預金 3,300

合計 626,225

　

②　売掛金

イ　相手先別内訳

相手先 金額（千円）

㈱コスモスイニシア 2,029

㈱コプラス 1,384

㈱フィルカンパニー 1,240

㈱パルマ 1,163

三菱地所レジデンス㈱ 1,111

その他 4,439

計 11,367

　

ロ　売掛金の発生及び回収並びに滞留状況

前期繰越高
（千円）
　
(A)

当期発生高
（千円）
　
(B)

当期回収高
（千円）
　
(C)

次期繰越高
（千円）
　
(D)

回収率（％）
　

(C)
×100

(A)＋(B)

滞留期間（日）

(A)＋(D)

2

(B)

365

14,120 144,998 147,752 11,367 92.9 32.1

（注）　消費税等の会計処理は税抜方式を採用しておりますが、上記金額には消費税等が含まれております。

　

③　販売用不動産

品名 金額（千円）

中高層住宅等 490,163

合計 490,163

　

④　仕掛販売用不動産

品名 土地面積（㎡） 金額（千円）

中高層住宅用地等 693.19 516,978

合計 693.19 516,978
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⑤　関係会社短期貸付金

相手先 金額（千円）

㈲千鳥ヶ淵インベストメント 18,550

馬場先門インベストメント（同） 36,770

計 55,320

　

⑥　関係会社長期貸付金

相手先 金額（千円）

半蔵門インベストメント（同） 33,000

（同）ディア・キッズ 23,000

㈲ＤＬＨ 18,000

計 74,000

　

⑦　買掛金

相手先 金額（千円）

東京都（不動産取得税）　 7,996

㈱東急コミュニティー 381

㈱グランテック 220

その他 526

計 9,125

　

⑧　短期借入金

相手先 金額（千円）

㈱三菱東京UFJ銀行 69,000

計 69,000

　

⑨　１年内返済予定の長期借入金

相手先 金額（千円）

㈱商工組合中央金庫 7,400

計 7,400

　

⑩　長期借入金

相手先 金額（千円）

㈱りそな銀行　 451,000

㈱三菱東京UFJ銀行 190,000

㈱商工組合中央金庫 42,600

計 683,600

　

（３）【その他】

　該当事項はありません。
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第６【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 10月１日から９月30日まで

定時株主総会 12月中

基準日 ９月30日

剰余金の配当の基準日
３月31日

９月30日

１単元の株式数 －

単元未満株式の買取り 　

取扱場所 －

株主名簿管理人 －

取次所 －

買取手数料 －

公告掲載方法

当会社の公告の方法は、電子公告とする。ただし、事故その他やむを得ない事由によって電子

公告による公告をすることができない場合は、日本経済新聞に掲載する方法とする。

なお、電子公告は当会社のホームページに掲載しており、そのアドレスは次のとおりです。

http://www.dear-life.co.jp/

株主に対する特典 該当する事項はありません。
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第７【提出会社の参考情報】

１【提出会社の親会社等の情報】

　当社に親会社等はありません。

　

２【その他の参考情報】

　当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

(1）有価証券報告書及びその添付書類並びに有価証券報告の確認書

第６期（自　平成21年10月１日　至　平成22年９月30日）　平成22年12月22日関東財務局長に提出。

(2）内部統制報告書及びその添付書類

第６期（自　平成21年10月１日　至　平成22年９月30日）　平成22年12月22日関東財務局長に提出。

(3）四半期報告書及び確認書

第７期第１四半期（自　平成22年10月１日　至　平成22年12月31日）　平成23年２月10日関東財務局長に提出。

第７期第２四半期（自　平成23年１月１日　至　平成23年３月31日）　平成23年５月13日関東財務局長に提出。

第７期第３四半期（自　平成23年４月１日　至　平成23年６月30日）　平成23年８月８日関東財務局長に提出。

(4）臨時報告書 

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の２（株主総会における議決権行使の結果）に基づく

臨時報告書

平成22年12月24日に関東財務局長に提出。　

(5）自己株券買付状況報告書及びその訂正報告書

自己株券買付状況報告書

平成23年３月１日、平成23年４月５日、平成23年６月２日、平成23年７月４日、平成23年９月13日、平成23年10月

11日関東財務局長に提出。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書 

　 

平成22年12月20日

株式会社ディア・ライフ

取締役会　御中
 

優成監査法人

 

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 加　　藤　　善　　孝　　㊞

 

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 本　　間　　洋　　一　　㊞

 

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 狐　　塚　　利　　光　　㊞

 

＜財務諸表監査＞
　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている
株式会社ディア・ライフの平成21年10月１日から平成22年９月30日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸
借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査
を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を
表明することにある。
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法
人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として
行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連
結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと
判断している。
　当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社
ディア・ライフ及び連結子会社の平成22年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績
及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。
　
追記情報
　重要な後発事象に連結子会社に対する貸付金の回収及び連結範囲の変更に関する事項が記載されている。
　
＜内部統制監査＞
　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、株式会社ディア・ライフの平成22
年９月30日現在の内部統制報告書について監査を行った。財務報告に係る内部統制を整備及び運用並びに内部統制報告書
を作成する責任は、経営者にあり、当監査法人の責任は、独立の立場から内部統制報告書に対する意見を表明することにあ
る。また、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性があ
る。
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に準拠して内部統制監
査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要な虚偽の表示がないかどうかの
合理的な保証を得ることを求めている。内部統制監査は、試査を基礎として行われ、財務報告に係る内部統制の評価範囲、評
価手続及び評価結果についての、経営者が行った記載を含め全体としての内部統制報告書の表示を検討することを含んで
いる。当監査法人は、内部統制監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。
　当監査法人は、株式会社ディア・ライフが平成22年９月30日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表示した上記
の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠して、財務
報告に係る内部統制の評価について、すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。
　
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
　
※１　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が別途

保管しております。

※２　連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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 独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書 

　 

平成23年12月19日

株式会社ディア・ライフ

取締役会　御中
 

優成監査法人

 

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 加　　藤　　善　　孝　　㊞

 

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 本　　間　　洋　　一　　㊞

 

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 狐　　塚　　利　　光　　㊞

 

＜財務諸表監査＞
　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている
株式会社ディア・ライフの平成22年10月１日から平成23年９月30日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸
借対照表、連結損益計算書、連結包括利益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属
明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務
諸表に対する意見を表明することにある。
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法
人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として
行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連
結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと
判断している。
　当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社
ディア・ライフ及び連結子会社の平成23年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績
及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。
　
＜内部統制監査＞
　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、株式会社ディア・ライフの平成23
年９月30日現在の内部統制報告書について監査を行った。財務報告に係る内部統制を整備及び運用並びに内部統制報告書
を作成する責任は、経営者にあり、当監査法人の責任は、独立の立場から内部統制報告書に対する意見を表明することにあ
る。また、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性があ
る。
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に準拠して内部統制監
査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要な虚偽の表示がないかどうかの
合理的な保証を得ることを求めている。内部統制監査は、試査を基礎として行われ、財務報告に係る内部統制の評価範囲、評
価手続及び評価結果についての、経営者が行った記載を含め全体としての内部統制報告書の表示を検討することを含んで
いる。当監査法人は、内部統制監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。
　当監査法人は、株式会社ディア・ライフが平成23年９月30日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表示した上記
の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠して、財務
報告に係る内部統制の評価について、すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。
　
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
　
※１　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が別途

保管しております。

※２　連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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 独立監査人の監査報告書 

　 

平成22年12月20日

株式会社ディア・ライフ

取締役会　御中
 

優成監査法人

 

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 加　　藤　　善　　孝　　㊞

 

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 本　　間　　洋　　一　　㊞

 

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 狐　　塚　　利　　光　　㊞

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

株式会社ディア・ライフの平成21年10月１日から平成22年９月30日までの第６期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照

表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当

監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法

人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行わ

れ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸

表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断して

いる。

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社ディ

ア・ライフの平成22年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点におい

て適正に表示しているものと認める。

　

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上　

　

※１　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が別途

保管しております。

※２　財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。

 

EDINET提出書類

株式会社ディア・ライフ(E04072)

有価証券報告書

 99/100



 独立監査人の監査報告書 

　 

平成23年12月19日

株式会社ディア・ライフ

取締役会　御中
 

優成監査法人

 

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 加　　藤　　善　　孝　　㊞

 

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 本　　間　　洋　　一　　㊞

 

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 狐　　塚　　利　　光　　㊞

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

株式会社ディア・ライフの平成22年10月１日から平成23年９月30日までの第７期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照

表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当

監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法

人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行わ

れ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸

表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断して

いる。

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社ディ

ア・ライフの平成23年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点におい

て適正に表示しているものと認める。

　

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上　

　

※１　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が別途

保管しております。

※２　財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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